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資料３





自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援

令和２年度 第一次補正予算：２．７億円、第二次補正予算：８．７億円

【施策の概要】

【施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等】

新型コロナウイルス感染症による経済活動や社会生活への影響が拡大している状況を踏まえ、失業や休業等による自殺
を未然に防止するため、自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援を行う。

自殺防止に関する相談体制の強化と相談環境への支援として、新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクを抱え
る国民に対して、民間団体が行っているＳＮＳを活用した相談及び都道府県等が行っている電話相談等の支援体制を拡充す
るとともに、リモートワークなど在宅での相談体制や、相談ブースの隔離等の相談環境の整備等に向けた支援を行う。

○ 実施主体：民間団体、都道府県、市町村 ○ 補助率：１０／１０、１／２、２／３

○ 対象者：新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクを抱える方

○ 相談事業実施の流れ

地域の社会資源が連携し
て具体的な支援を実施

困窮
窓口

自殺対策
担当

その他

自殺対策に
取り組む
民間団体等

相談者の
抱える
課題解決
のための
つなぎ
支援及び
各種支援
策の情報
提供

SNS相談事業者 労働担当

相談者

相談者

相談手法

都道府県等

①SNS相談

②電話相談

【施策の目的】

③相談環境整備
の支援

・Web会議

・リモート対応

事業実施主体
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＜自殺総合対策大綱に掲げた数値目標＞
自殺死亡率を令和8年までに

平成27年比で30%以上減少

自殺総合対策の推進

○ 自殺対策基本法及び自殺総合対策大綱に基づき、地域の実情に応

じた実践的な自殺対策の取組を支援するために必要な額を確保。
○ 我が国の自殺対策の中核として
機能する指定調査研究等法人が行
う調査研究の充実や地域の自殺対
策への取組支援を実施。

○ 地域自殺対策推進センターが、
管内市町村における自殺対策の支
援のために必要な運営費を確保。

○ 自殺予防週間及び自殺対策強化
月間に、全国的な普及啓発活動を
実施。

SNS等の相談から、地域におけるネット
ワークを活用した包括的な支援

電話やSNS等を活用した相談
体制への継続的な支援強化

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクの高まりに発展し
かねない状況を踏まえ、自殺防止に関する電話やSNSを活用した相談
体制等の継続的な支援を行う。

１．地域自殺対策強化交付金による自殺対策の推進 ２．指定調査研究等法人機能
への確保等

令和３年度予算要求額 33億円＋事項要求（令和２年度33億円）
【内訳】
地域自殺対策強化交付金 ２６億円＋事項要求 （２６億円）
指定調査研究等法人事業費 ４．５億円 （４．４億円）
地域自殺対策推進センター運営事業費 １．３億円 （１．３億円）
その他（本省費） １．０億円 （１．０億円）

○ SNS等を活用した相談体制を強化し、相談者からの相談内容に応じ
て、地域におけるネットワークを活用したより具体的で包括的な支援体
制を構築する。

相談者

具体的な支援内容
を検討し、提供

相談体制・
環境の維持
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新型コロナウイルス感染症の影響による自殺防止対策の強化

【要旨】

○ 新型コロナウイルス感染症による経済活動や社会生活への影響から、自殺の要因となりかねない経済、雇用、暮らしや健康
問題等の悪化による自殺リスクの高まりを踏まえ、都道府県等が行う自殺を未然に防止するための対策を強化する。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響による自殺リスクを抱える方に対して、対面、電話、ＳＮＳを活用した相談支援体制を拡充
するとともに各種相談に対応する人材の養成を強化する。また、自殺防止対策の支援が自殺リスクを抱える方に届くように情
報発信の強化を行う。

【事業内容】 【事業スキーム】

○実施主体：都道府県

○補助率：国 3/4

国

都道府県
地域の実情に応じて、市町村、民間団体
等の意見も踏まえ、事業実施計画を作成

交付計画提
出

補助・
委託

都道府県
（直接実施）

民間団体等

１．相談体制の拡充
○電話・ＳＮＳ相談
・行政機関が行う電話、ＬＩＮＥやチャット等の
ＳＮＳを活用した相談体制の強化と相談者の
状況に応じた支援情報の提供

○対面相談：関係行政機関において、専門性を
活かした相談など、自殺予防関連
の相談会の開催等の体制を強化

２．相談員等の養成及び質の確保
○対面、電話、ＳＮＳ相談等に適切な対応と支援を
行うための人材の養成と育成

３．自殺防止対策の情報発信の強化
○自殺リスクを抱えた方に必要となる支援情報や
自殺相談窓口等に関する積極的な周知

令和２年度第三次補正予算案
新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（仮称）（１４０億円）の内数

市町村
（実施or補助等）

補助・
委託

補
助
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女性に対する対策の強化
○ 自殺総合対策大綱（平成29年７月閣議決定）等に基づき、幅広く対策を実施。特に、最近の傾向を踏まえ、
取組を強化しているところであり、引き続き推進していく。

現状 対策（下線は今年度から実施、強化したもの）

女性の自殺者が
増加

特に、「同居人が
いる女性」と「無職
の女性」の自殺者
が増加

１．健康問題や職場のメンタルヘルス支援
・ 自殺対策におけるSNS相談
・ 新型コロナウイルス感染症にかかる心のケアに対応するため、精神保健福祉センターや保健所等への
財政支援を実施
・ 「みんなのメンタルヘルス総合サイト」、「こころもメンテしよう～若者を支えるメンタルヘルスサイト～」によ
るメンタルヘルス関係の支援情報の提供
・ 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による職場のメンタルヘルスに関する情報提供や電話
相談（本年５月から回線数増）・メール相談・SNS相談（本年６月開始）の実施

２．子育てなどに不安を感じる女性への支援
・ ひとり親家庭の相談窓口において、ワンストップで相談に応じる体制を推進するとともに、必要に応じて他
の支援機関に繋げ、総合的・包括的な支援を推進
・ 産後うつの予防等を図る観点から、妊産婦健診等を通じて、産婦の心身のケアや育児サポートなどを実施
しており、産前産後の母子に対する切れ目ない支援を推進。また、若年妊婦等支援事業により、身体的、
精神的な悩みや不安を抱えた若年妊婦等に対するSNSやアウトリーチによる相談支援等を実施。

３．ＤＶの被害を受ける方への支援
・ 新型コロナウイルス問題に伴うＤＶの増加・深刻化に対応するため、新たな相談窓口として本年４月からＤ
Ｖ相談プラスを開始し、相談体制を強化
・ 最寄りの相談窓口につながる全国共通電話番号について、本年10月から短縮番号（#8008）の導入

４．職を失った方等への支援
・ 求職者の早期再就職に向け、ハローワークにおけるきめ細やかな就職支援の実施
・ 生活保護受給者等に対するハローワークと地方公共団体のワンストップ支援による就労支援の強化
・ ハローワークにおいて、心の健康相談等（多重債務問題、社会保険関係、税金関係を含む）を、臨床心理
士等の専門家による巡回相談やメール相談により実施
※ 新型コロナウイルスの影響を受けて職を失った方への支援
・ ハローワークにおける非正規雇用労働者等に対する相談支援体制の強化
・ 雇用保険を受給できない求職者を対象とする求職者支援訓練の対象人員枠の拡充
・ 雇用保険の基本手当の給付日数の延長

５．生活資金でお悩みの方への支援
・ ひとり親世帯臨時特別給付金の給付
・ 個人向け緊急小口資金等の特例貸付
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学生生徒、若者に対する支援の強化

現状 対策（下線は今年度から実施、強化したもの）

学生・生徒の
自殺者が増加

・ 新型コロナウイルス感染症に対応した、学校における教育活動の再開後の児童生徒に対する、自殺予防を
含めた生徒指導上の留意事項について、各教育委員会等に通知を発出
・ 24時間子供ＳＯＳダイヤル（子供たちが全国どこからでも夜間・休日を含めて24時間悩みを相談することが
できる全国統一ダイヤル）の周知
・ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置の充実
・ 電話やメール等を活用したより学生から相談しやすい体制の構築、カウンセラーや医師等の専門家との連
携等、メンタルヘルスについて適切に対応いただくよう、各大学等に通知を発出
・ （独）日本学生支援機構において、メンタルヘルスに関する基礎的な知識の修得や学生支援の更なる充実
を目的に、大学の教職員を対象に「心の問題と成長支援ワークショップ」を開催

10代、20代の
自殺者数が増
加

１．健康問題や職場のメンタルヘルス支援
・ 自殺対策におけるSNS相談
・ 新型コロナウイルス感染症にかかる心のケアに対応するため、精神保健福祉センターや保健所等への
財政支援を実施
・ 「みんなのメンタルヘルス総合サイト」、「こころもメンテしよう～若者を支えるメンタルヘルスサイト～」によ
るメンタルヘルス関係の支援情報の提供
・ 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」による職場のメンタルヘルスに関する情報提供や電
話相談（本年５月から回線数増）・メール相談・SNS相談（本年６月開始）の実施
・子ども・若者総合相談センターにおけるSNS相談

２．就労や居場所の支援
・ 地域若者サポートステーションによる就労支援

・ ひきこもり地域支援センターによる支援

・ 生きづらさを感じている人や自己肯定感が低い人などが孤立しないよう、居場所づくりを推進

○ 自殺総合対策大綱（平成29年７月閣議決定）に基づき、幅広く対策を実施。特に、最近の傾向を踏まえ、
取組を強化しているところであり、引き続き推進していく。
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自殺総合対策大綱における施策の実施状況
（令和２年版自殺対策白書から抜粋）
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自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

1　地域レベルの実践的な取組への支援を強化する取組

（1）地域自殺実態プ
ロファイルの作成 厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、地方
公共団体の地域自殺対策計画の策定を
支援するため、
①既存の統計等を活用して、各地方公

共団体の自殺の実態を分析した地域
自殺実態プロファイルを作成し、地
方公共団体へ提供。

②自殺対策の先進的事例を集成した政
策集である政策パッケージを作成
し、地方公共団体へ提供。

③自殺対策計画策定のためのモデル事
業を14自治体で実施し、モデル事例
を集積。

○国では、地方公共団体の地域自殺対策
計画の策定を支援するため、地域自殺
対策計画策定の手引を作成し、地方公
共団体へ提供。策定にかかる経費を交
付金により支援。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円、地
域自殺対策強化交付金　2,625,761千円
の内数】

○全都道府県・市区町村に対し、自治体
毎の地域自殺実態プロファイル（更新
版）を毎年提供。

○平成29年度に全都道府県・市区町村に
対し、政策パッケージ（A４版357頁）
を提供。30年度は自殺対策の先進263
事例をデータベース化し公開した。

○自殺対策推進室HPに11自治体のモデ
ル事例を掲載。また成果は計画策定ガ
イドラインにも反映している。

○令和元年度中に、ウェブ研修会を開
催、新たにオンデマンドの「自殺総合
対策オンライン講座」を開講。

○地域自殺実態プロファイルについて
は、平成30年度に計画策定実施市区町
村の88.2%が実態分析に利用と回答

（12月末）するなど、地域自殺対策計
画の策定に有効に活用された。

○自殺対策について基礎自治体のトップ
の理解を深めるための「トップセミ
ナー」について、平成30年までに全都
道府県での実施を達成。セミナー後の
アンケートで、出席した首長等の殆ど
が「自殺対策についての理解が深まっ
た」旨回答。

○地域自殺実態プロファイル更新等によ
る最新情報の提供、政策パッケージ等
の活用など、引き続き、地域レベルで
の実践的な取組を推進する。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】
○引き続き、計画策定、見直し、実施

等、地域自殺対策計画に基づく取組を
推進する。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】
○地域でのPDCAを徹底するため、地域

自殺対策計画の確認シートを活用する
ほか、既存の統計等を活用し、地域に
おける優良事例の収集等を行い、全国
レベルでの自殺対策の底上げを図る。

○地域自殺対策推進センターが管内市町
村のマネージメントを行うため、国及
び一般社団法人いのち支える自殺対策
推進センター（以下「自殺対策推進セ
ンター」という。）が必要な支援を行
う予定。

（2）地域自殺対策の
政策パッケージの
作成

厚生労働省

（3）地域自殺対策計
画の策定等の支援 厚生労働省

（4）地域自殺対策計
画策定ガイドライ
ンの策定

厚生労働省
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（5）地域自殺対策推
進センターへの支援 厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、管内
の市区町村地域自殺対策計画の策定・
進捗管理・検証等の支援を行う地域自
殺対策推進センター職員の人材養成研
修等へ講師派遣などの支援を実施。

○地域自殺対策推進センターの運営費へ
の支援を実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円、地
域自殺対策推進センター運営事業費　
213,931千円】

○地域自殺対策推進センター等連絡会議
を開催し、地域自殺対策推進センター
職員の資質の向上を図った。

○地域自殺対策推進センターは、67都道
府県・政令指定都市の全てで設置済
み。

○市町村のPDCAサイクルを徹底するた
め、現地での指導・支援など自殺対策
推進センターから地域自殺対策推進セ
ンターへの支援を強化する。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円、地域自殺対策推進セ
ンター運営事業費　132,057千円】

（6）自殺対策の専任
職員の配置・専任
部署の設置の促進

厚生労働省

○市町村において、自殺対策の専任職員
が配置されるように会議等でその必要
性を説明するなどの働きかけを実施。

○平成30年度計画策定に1,639市町村の
延べ3,796人が関わった（自治体にお
ける自殺対策の施策の実施状況調査報
告書（29年度）では、専任（常勤）相
当職員（週４日以上勤務、かつ業務の４
分の３以上が自殺対策に関連する者）
がいたのは138市町村）。

○引き続き、市町村において、自殺対策
の専任職員が配置されるように会議等
でその必要性を説明するなどの働きか
けを実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

2　国民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

（1）自殺予防週間と
自殺対策強化月間
の実施

厚生労働省

○令和元年度自殺予防週間（元年９月10
日～16日）及び元年度自殺対策強化月
間（２年３月）において、①関係省庁、
地方自治体等に啓発事業の実施を呼び
かけ。
②支援情報検索サイトによる相談会等

の情報提供を実施。
③新聞・インターネット・鉄道広告等

の様々な媒体で啓発活動を実施。
○令和２年３月の自殺対策強化月間では、

新たにSNS広告の活用や、SNS相談
事業の理解促進を目的とした動画の制
作を実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策啓発
推進経費　64,219千円、地域自殺対策強
化交付金　2,625,761千円の内数】

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間に
おいて、ポスター約19万枚を地方自治
体、医師会、薬剤師会、鉄道会社など
に発送。

○インターネット広告によるＳＮＳ相談
及び電話相談などの窓口情報へ誘導を
実施。

○YouTube動画などのインターネット
広告、ポスター及び相談先などの認知
度など広報効果について、2000人を対
象に調査を実施し、数値目標に対する
現状を把握などを実施。

（数値目標）
自殺予防週間や自殺対策強化月間につい
て、国民の約３人に２人以上が聞いたこと
があるようにすることを目指す。

（実績）
62.1％（令和元年度第２回厚生労働行政
モニターアンケート）

○これまでの週間・月間の実施状況を踏
まえながら、効果的な相談・啓発事業
等を展開。

○令和２年度自殺予防週間にかかる広報
の前倒し実施（児童生徒の夏休み明け
の自殺防止と連動）。

【令和２年度予算額：自殺総合対策啓発推
進経費　64,219千円、地域自殺対策強化
交付金　2,628,968千円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（2）児童生徒の自殺
対策に資する教育
の実施

文部科学省

○都道府県における特色ある道徳教育の
取組を支援したり、小学校及び中学校
の「特別の教科　道徳」（道徳科）の
教科書を無償給与したりするため、道
徳教育の抜本的改善・充実。

【令和元年度予算額：4,218百万円】
○児童生徒の心と体を守る啓発教材の周

知及び活用の促進。
【令和元年度予算額：321千円】
○児童生徒の自殺について、その特徴や

傾向等を分析するとともに、児童生徒
の自殺予防の在り方に関する調査研究
を実施。

【令和元年度予算額：167百万円の内数】
○児童生徒の困難・ストレスへの対処方

法等を身につけさせるため、スクール
カウンセラー等を活用した教育プログ
ラムの実施を支援。

【令和元年度予算額：6,885百万円の内数】
○「健全育成のための体験活動推進事

業」において、児童生徒の健全育成を
目的として宿泊を伴う体験活動を実施
する学校等の取組を支援。

【令和元年度予算額：99百万円】
○総務省、文部科学省及び通信関係団体

等が連携し、子どもたちのインター
ネットの安心・安全な利用に向けて、
保護者、教職員及び児童生徒を対象と
した啓発講座を実施。

○道徳の抜本的改善・充実支援事業にお
いて、令和元年度は71の団体の取組を
支援。

○生命を尊重することの大切さや、いじ
めの問題等に正面から向き合うような
題材等を盛り込んだ「私たちの道徳」
を全国の小中学生に配布（小学校につ
いては平成30年度より、中学校につい
ては令和元年度より検定教科書配布に
伴い、「私たちの道徳」の配布は終
了）。

○児童生徒の心と体を守る啓発教材を、
平成29年度は小学校５年生、中学校１年
生、高等学校１年生が在籍する学校に
対し、各校45冊を上限に配布、30年度
は電子媒体による配布とし、その活用
を促した。

○児童生徒の自殺の実態分析結果の周知
を図ったほか、調査研究結果の施策へ
の反映を通じて、児童生徒の自殺予防
に向けた取組を推進した。

○ニッポン一億総活躍プラン等において
31年度までにスクールソーシャルワー
カーを全ての中学校区（1万中学校区）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールカウン
セラーを全公立小中学校（27,500校）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○本事業を活用し、小・中・高等学校等
において学校教育活動における２泊３日
以上の宿泊体験活動を推進した。

○都道府県における特色ある道徳教育の
取組を支援したり、小学校及び中学校
の「特別の教科　道徳」（道徳科）の
教科書を無償給与したりするため、道
徳教育の抜本的改善・充実。

【令和２年度予算額：4,236百万円】
○児童生徒の心と体を守る啓発教材を作

成予定。
【令和２年度予算額：324千円】
○引き続き、児童生徒の自殺について、

その特徴や傾向等の分析を行う。ま
た、自殺予防に対する効果的な取組に
関する調査研究を実施予定。

【令和２年度予算額：41百万円の内数】
○児童生徒の困難・ストレスへの対処方

法等を身につけさせるため、スクール
カウンセラー等を活用した教育プログ
ラムの実施を支援する予定。また、教
育相談体制の更なる充実に向け、ス
クールカウンセラー等活用事業を計上。

【令和２年度予算額：7,091百万円の内数】
○健全育成のための体験活動推進事業経

費を計上。
【令和２年度予算額：99百万円】
○青少年を取り巻く有害環境対策の推進。

【令和２年度予算額：38百万円】
○新たな課題にも対応できるよう有識者の

意見を得ながら、情報モラル教育の推
進に係る教師用指導資料の作成や児童
生徒向けの啓発資料を作成・配布予定。

【令和２年度予算額：情報モラル教育推進
事業 37百万円の内数】
○新高等学校学習指導要領の内容の周

知・徹底を図る。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○インターネット上の有害環境から青少
年を守るため、保護者と青少年に直接
働きかける啓発と教育活動を実施。

【令和元年度予算額：38百万円】
○有識者の意見を得ながら、情報モラル

教育の推進に係る教師用指導資料の作
成や児童生徒向けの啓発資料を作成・
配布。

【令和元年度予算額：情報モラル教育推
進事業 31百万円の内数】
○高等学校学習指導要領の改訂に伴い、

同解説保健体育編において、精神疾患
の予防と回復に関する内容を記載。

○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインター
ネットの安心・安全な利用に向けて、
保護者、教職員及び児童生徒を対象と
した啓発講座令和元年度実績：2,660
件の実施、約39万人が参加。

○ＰＴＡと連携したネット利用に関する
保護者向けシンポジウムの開催（元年
度：４か所）や地域における先進的な
取組事例を支援（元年度：８か所）。

○児童生徒向けの啓発資料を31年２月に
全小学６年生全員と全小中高等学校に
配布することができ、啓発が図られた。

○高等学校学習指導要領（平成30年告
示）解説　保健体育編　体育編（30年
７月）に、精神疾患の予防と回復に関
する内容を記載。

内閣府

○青少年の適切なインターネット利用を
促進するため、普及啓発資料の作成・
公開やフォーラムの開催（長野県、愛
媛県及び長崎県）等を通じて、普及啓
発活動を実施。

【令和元年度予算額：青少年の非行・被
害防止のための啓発経費　3,028千円、
青少年インターネット利用環境整備に係
る地方連携体制支援事業　5,695千円】

○令和２年１月、「スマホ時代の子育て」
と題した、低年齢層の子供の保護者向
け普及啓発リーフレットを作成し、都
道府県教育委員会や青少年関係部局等
に配布するとともに、内閣府のホーム
ページに公開。

○「青少年のインターネット利用環境づ
くりフォーラム」を長野県（7/27）、
愛媛県（11/14）及び長崎県（11/29）
で開催し、３会場で約400人が参加。

○青少年の適切なインターネット利用を
促進するため、普及啓発資料の作成・
公開やフォーラムの開催等を通じて、
普及啓発活動を実施予定。

【令和２年度予算額：青少年の非行・被害
防止のための啓発経費　2,961千円、青
少年インターネット利用環境整備に係る
地方連携体制支援事業　5,070千円】

総務省

○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインター
ネットの安心・安全な利用に向けて、
保護者・教職員及び児童生徒を対象と
した啓発講座を実施。

○令和元年度は、平成31年４月から令和２
年3月までの間、2,660件実施。

○引き続き、総務省、文部科学省、通信
関係団体等が連携し、子どもたちのイ
ンターネットの安心・安全な利用に向
けて、保護者、教職員、児童生徒等を
対象とした啓発講座を実施。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（3）自殺や自殺関連
事象等に関する正
しい知識の普及

厚生労働省

○令和元年度自殺予防週間（元年９月10
日～16日）及び元年度自殺対策強化月
間（２年３月）において、インターネッ
ト等を活用した啓発事業を実施。

○ゲートキーパー養成研修の各地域での
実施を支援。

【令和元年度予算額：自殺総合対策啓発
推進経費　64,219千円、地域自殺対策強
化交付金　2,625,761千円の内数】

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間に
おいて、ポスターの掲示やインター
ネット広告により、ゲートキーパーの
役割を示すなどを周知。

○令和２年度自殺予防週間（２年９月10日
～16日）及び自殺対策強化月間（３年３
月）において、インターネット等を活
用した啓発事業を実施。

○引き続きゲートキーパー養成研修の各
地域での実施を支援。

【令和２年度予算額：自殺総合対策啓発推
進経費　64,219千円、地域自殺対策強化
交付金　2,628,968千円の内数】

法務省

○法務省の人権擁護機関では、「性的指
向を理由とする偏見や差別をなくそ
う」及び「性自認を理由とする偏見や
差別をなくそう」をそれぞれ強調事項
の一つとして掲げ、全国各地で人権教
室を実施したほか、啓発リーフレット
の配布や特設サイトの開設等の各種人
権啓発活動を実施（令和元年度人権教
室参加者数1,046,791人の内数）。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、性
的指向や性自認に関する効果的な人権
啓発活動を実施することができたもの
と考える。

○法務省の人権擁護機関では、「性的指
向を理由とする偏見や差別をなくそ
う」及び「性自認を理由とする偏見や
差別をなくそう」を強調事項として掲
げ、各種人権啓発活動を実施予定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内数】

（4）うつ病について
の普及啓発の推進 厚生労働省

○精神保健福祉に関する正しい知識を普
及するため「精神保健福祉全国大会」
を開催。

【令和元年度予算額：3,625千円】
○厚生労働省Webサイト内の「みんな

のメンタルヘルス総合サイト」、「ここ
ろもメンテしよう」において、うつ病
を含む精神疾患の正しい理解と治療や
生活に役立つ情報、若者向けに心の不
調への対処法等を紹介。

○精神保健福祉に関する正しい知識を普
及するため「精神保健福祉全国大会」
を開催。

○厚生労働省Webサイト内の「みんな
のメンタルヘルス総合サイト」、「ここ
ろもメンテしよう」において、うつ病
を含む精神疾患の正しい理解と治療や
生活に役立つ情報、若者向けに心の不
調への対処法等を紹介。

○引き続き、厚生労働省Webサイト内
の「みんなのメンタルヘルス総合サイ
ト」、「こころもメンテしよう」におい
て、うつ病を含む精神疾患の正しい理
解と治療や生活に役立つ情報、若者向
けに心の不調への対処法等を紹介。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

3　自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する取組

（1）自殺の実態や自
殺対策の実施状況
等に関する調査研
究及び検証

厚生労働省

○実践的な自殺対策につながる研究を促
進するために、革新的自殺研究推進プ
ログラムを平成29年度に開始。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○革新的自殺研究推進プログラムにおい
て、３領域12研究課題の公募研究を実
施した。

○平成29年度「自治体における自殺対策
の施策の実施状況調査」、30年度「地
域自殺対策計画作成状況調査」を実
施。

○革新的自殺研究推進プログラムを実施
し、またその成果の活用状況に関する
検証を行う。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

（2）調査研究及び検
証による成果の活用 厚生労働省

○自殺総合対策推進センターのWebサ
イト「いのち支える」や、「自殺総合
政策研究」の発刊、同センターが行う
研修における紹介等を通じて、自殺総
合対策に関する調査研究等成果の活用
を促進。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○平成31年２月に、新たに、研究成果の
紹介とその社会的還元について自治体
関係者も交え意見交換を行う「自殺対
策推進レアール」を開催。

○引き続き、調査研究等の成果のわかり
やすい発信に努め、活用が図られるよ
う取り組む。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

（3）先進的な取組に
関する情報の収集、
整理及び提供

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターは、地域自
殺対策政策パッケージとして、先進事
例を紹介。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○自殺総合対策推進センターにおいて、
平成29年度に全都道府県・市区町村に
対し、政策パッケージ（A４版357頁）
を提供。30年度は自殺対策の先進事例
をデータベース化し公開した。

○88.2%の市町村が重点施策の検討に政
策パッケージを参考にした（プロファ
イルを88.2%が利用しており、プロ
ファイルで推奨される重点パッケージ
を指摘していることから）。

○地域自殺対策政策パッケージの活用を
推進するとともに、先進事例データ
ベースを作成しウェブ等で紹介する予
定。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）子ども・若者の
自殺等についての
調査

文部科学省

○児童生徒の自殺について、その特徴や
傾向等を分析するとともに、児童生徒
の自殺予防の在り方に関する調査研究
を実施。

【令和元年度予算額：167百万円の内数】

○児童生徒の自殺の実態分析結果の周知
を図ったほか、調査研究結果の施策へ
の反映を通じて、児童生徒の自殺予防
に向けた取組を推進した。

○引き続き、児童生徒の自殺について、
その特徴や傾向等の分析を行う。ま
た、自殺予防に対する効果的な取組に
関する調査研究を実施予定。

【令和２年度予算額：41百万円の内数】

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を活用し、居
場所づくりのモデル事業を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○実践的調査研究事業において、有識者
を集めた検討会を実施するとともに、
若者の居場所に関するヒアリング等を
実施中。

○居場所づくりのモデル事業を実施中。
○平成30年度若者に向けた効果的な自殺

対策推進事業（実践的調査研究事業）
を実施。

○実践的調査研究事業のとりまとめ結果
を踏まえ、若者の居場所の整備等を検
討する。

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏
まえて、全国的な展開を検討する。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】

（5）死因究明制度と
の連動における自
殺の実態解明

厚生労働省

○地方公共団体に対し、地方の状況に応
じた死因究明・身元確認に関する施策
の検討を目的とした、関係機関・団体
等（知事部局、都道府県警察、都道府
県医師会、都道府県歯科医師会、大学
等）が協議する場として死因究明等推
進協議会の設置・活用を求めた。

○左記の取組を推進した結果、過去２年
間で新たに13の府県で死因究明等推進
協議会が設置され、令和２年３月末時点
において、39の都道府県において協議
会が設置済となった。

○引き続き、地方公共団体に対し、地方の
状況に応じた死因究明・身元確認に関
する施策の検討を目的とした、関係機
関・団体等（知事部局、都道府県警察、
都道府県医師会、都道府県歯科医師会、
大学等）が協議する場として死因究明等
推進協議会の設置・活用を求めていく。

厚生労働省

○厚生労働省において、検案する医師の
技術向上を図るため、医師を対象に専
門的な死体検案研修を実施している。

【令和元年度予算額：死体検案講習会費　
19,526千円】

○厚生労働省において、検案する医師の
技術向上を図るため、医師を対象に専
門的な死体検案研修を実施した。

○引き続き、同様の研修を実施予定。
【令和２年度予算額：死体検案講習会費　
19,526千円】

厚生労働省

○また、平成29年10月に関係部局による
省内プロジェクトチームを立ち上げ、
課題の整理等を行っている。

○省内プロジェクトチームの活動を継続。 ○省内プロジェクトチームの活動を継続。
○一部の都道府県において、「予防のた

めの子どもの死亡検証体制整備モデル
事業」を実施。

【令和2年度予算額：240億円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（6）うつ病等の精神
疾患の病態解明、
治療法の開発及び
地域の継続的ケア
システムの開発につ
ながる学際的研究

厚生労働省

○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障
害対策研究分野」において必要な研究
を実施。

○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障
害対策研究分野」において研究を実施
中。

○うつ病等の精神障害に関する地域の継
続的ケアシステムの開発につながる学
際的研究の成果をまとめる予定。

（7）既存資料の利活
用の推進

警察庁

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都
道府県別）を速報値・暫定値として公
表。

○自殺統計原票データを厚生労働省へ提
供。

○東日本大震災に関連する自殺者に係る
データを厚生労働省へ提供。

○「令和元年中における自殺の状況」を
厚生労働省と共同で公表（令和２年３
月）。

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都
道府県別）を速報値・暫定値として公
表。

○自殺統計原票データを厚生労働省へ提
供。

○東日本大震災に関連する自殺者に係る
データを厚生労働省へ提供。

○「令和元年中における自殺の状況」を
厚生労働省と共同で公表（令和２年３
月）。

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都
道府県別）を速報値・暫定値として公
表。

○自殺統計原票データを厚生労働省へ提
供。

○東日本大震災に関連する自殺者に係る
データを厚生労働省へ提供。

○「令和２年中における自殺の状況」を
厚生労働省と共同で公表予定（令和３
年３月）。

総務省

○自損行為による救急出動件数と救急搬
送人員のデータを公表（消防庁）。

【令和元年度予算案額：救急業務に関す
る調査の統計処理業務費　5,876千円】

○自損行為による救急出動件数と救急搬
送人員のデータを公表（消防庁）。

【令和２年度予算案額：救急業務に関する
調査の統計処理業務費　5,985千円】

厚生労働省

○毎月、都道府県別及び市区町村別（自
殺者の生前の住居地及び発見地）等の
自殺統計データについて警察庁から提
供を受け、「地域における自殺の基礎
資料」の作成・公表。

○令和２年２月に警察庁から提供を受けた
令和元年中の確定値データを基に、２
年３月に「令和元年中における自殺の
状況」を作成、警察庁と共同で公表。

○「地域における自殺の基礎資料」につ
いては、毎月作成し、公表。

○「令和元年中における自殺の状況」は、
令和２年３月に警察庁と共同で公表。

○引き続き、毎月の「地域における自殺
の基礎資料」の作成・公表を実施。ま
た、警察庁と共同で「令和２年中にお
ける自殺の状況」の公表を実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、公表
されている各種の統計資料等を地方公
共団体ごとに整理し、地域自殺実態プ
ロファイルとして提供。

○自殺総合対策推進センターでは、総合
的な自殺対策に資するための既存統計
資料の利活用の先駆的モデルを開発。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○平成29・30年度に全都道府県・市区町
村に対し、自治体毎の地域自殺実態プ
ロファイルを提供し、地域自殺対策計
画の策定に活用されている（30年度に
計画策定実施市区町村の88.2%が実態
分析に利用と回答（30年12月末））。

○地域自殺実態プロファイル等の活用状
況により、地域自殺実態プロファイル
の改善を図る予定。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

4　自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る取組

（1）大学や専修学校
等と連携した自殺
対策教育の推進

文部科学省

○「医学教育モデル・コア・カリキュラ
ム」において、自殺対策に関連した学
修目標を設定しており、医学部関係者
が集まる会議等において、自殺対策に
関連した教育の充実について周知・要
請。

○平成29年度に新たに策定・公表した
「看護学教育モデル・コア・カリキュ
ラム」において、自殺対策に関連した
学修目標の項目を提示するとともに、
関係者が集まる会議等において自殺対
策に関連した教育の充実について周
知・要請。

○関係者が集まる会議等の機会を捉え
て、各大学に対して、「医学教育モデ
ル・コア・カリキュラム」及び「看護
学教育モデル・コア・カリキュラム」
等を踏まえた自殺対策に関連した教育
の充実について周知・要請を行うこと
ができた。

○引き続き、「医学教育モデル・コア・
カリキュラム」及び「看護学教育モデ
ル・コア・カリキュラム」等を踏ま
え、関係者が集まる会議等において、
各大学における自殺対策に関連した教
育の充実について周知・要請を行う。

厚生労働省

○自殺対策や自殺のリスク要因に対応で
きる人材の育成のために、例えば保健
師等の国家試験出題基準において「自
殺対策」の項目を盛り込んだ。

○「自殺対策」の項目を盛り込んだ看護
師、保健師の国家試験出題基準を用い
て国家試験を実施した。

○引き続き、「自殺対策」を含む保健師、
看護師の国家試験出題基準を国家試験
に適用して実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○精神保健福祉士においては、大学又は
養成施設等が策定する精神障害者の保
健及び福祉に関する科目のうち、精神
保健福祉援助演習（専門）分野の一つ
として自殺対策を取り入れており、自
殺対策教育の推進を図っている。

○公認心理師においては、公認心理師試
験出題基準に、保健活動における心理
的支援等として自殺対策に関する項目を
盛り込んでおり、自殺を含め当事者が
抱える課題に対して必要な知識と技術
を習得した人材の育成を推進している。

○精神保健福祉士においては、大学又は
養成施設等が策定する精神障害者の保
健及び福祉に関する科目のうち、精神
保健福祉援助演習（専門）分野の一つ
として自殺対策を取り入れており、自
殺対策教育の推進を図っている。

○公認心理師においては、公認心理師試
験出題基準に、保健活動における心理
的支援等として自殺対策に関する項目を
盛り込んでおり、自殺を含め当事者が
抱える課題に対して必要な知識と技術
を習得した人材の育成を推進している。

○引き続き、精神保健福祉士において
は、大学又は養成施設等が策定する精
神障害者の保健及び福祉に関する科目
のうち、精神保健福祉援助演習（専
門）分野の一つとして自殺対策を取り
入れることで自殺対策教育の推進を
図っていく。

○引き続き、自殺対策に関する項目を盛
り込んだ公認心理師試験出題基準を国
家試験に適用して実施予定。

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、革新
的自殺研究推進プログラムにおいて、
委託研究により大学における自殺対策
教育のための資材を開発。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○心理的負担の強い患者との面接法（寄
り添い、傾聴、サポート）と自殺企図
者への対応を、学生がロールプレイを
通じて習得することを目標とするアク
ティブ・ラーニングのためのトリガー
ビデオを作成。医学科学生を対象に試
行的にこのカリキュラムを実施し、習
得すべき目標が達成しうることを確
認。

○引き続き、革新的自殺研究推進プログ
ラムにおいて、大学医学部、看護学
部、薬学部等における自殺対策教育、
人材育成のための資材開発等を行う。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

（2）自殺対策の連携
調整を担う人材の
養成

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、「地
域自殺対策推進センター等連絡会議」

（各年度２回）及び「地域自殺対策推進
センター研修」、「生きることの包括的
支援研修」（３回）を実施。「生きるこ
との包括的支援研修」については自治
体担当者を対象としたオンデマンド配
信も行っている。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○「地域自殺対策推進センター研修」、
「生きることの包括的支援研修」をす
べての自治体担当者がいつでも閲覧可
能なオンデマンド配信システムを構築
したことで、遠隔地等の研修に参加し
にくい関係者が容易に最新の自殺対策
に関する情報共有をすることが可能に
なり、関係者から高い評価を得た。

○引き続き、「地域自殺対策推進セン
ター連絡会議」及び「地域自殺対策推
進センターブロック会議」等を実施。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（3）かかりつけの医
師等の自殺リスク
評価及び対応技術
等に関する資質の
向上

厚生労働省

○精神科を専門としない医師等に対し、
うつ病診断能力の向上を目的に「かか
りつけ医等心の健康対応力向上研修」
を実施。

【令和元年度予算額：地域生活支援事業
等　495億円の内数】

○精神科を専門としない医師等に対し、
うつ病診断能力の向上を目的に「かか
りつけ医等心の健康対応力向上研修」
を実施。

○引き続き、精神科を専門としない医師
等に対し、うつ病診断能力の向上を目
的に「かかりつけ医等心の健康対応力
向上研修」を実施。

【令和２年度予算額：地域生活支援事業等　
505億円の内数】

（4）教職員に対する
普及啓発等 文部科学省

○「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の
自殺が起きたときの背景調査の指針

（改訂版）」及び「子供の自殺等の実態
分析」について各種会議等を通じて教
育委員会・学校等に周知。

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、
校長・教頭等の管理職を対象に、全国
10ブロックで児童生徒の自殺予防に関
する普及啓発協議会を開催。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」にお
いて、「性同一性障害に係る児童生徒
に対するきめ細かな対応の実施等につ
いて」通知及び通知を踏まえた教職員
向け周知資料の趣旨の徹底を図った

（平成30年度参加者71名、令和元年度
参加者71名）。

○大学等の学生支援担当の教職員を対象
とした会議等の様々な機会を通じて、
学生の自殺防止に対する指導の充実に
ついての理解啓発を図るとともに、独
立行政法人日本学生支援機構におい
て、大学等の教職員に対し、自殺を含
む学生の心の問題や成長支援に関する
正しい知識の習得と理解を促進する取
組を実施。

○毎年度２回開催している、生徒指導担
当者向け会議等において、左記の資料
について、各教育委員会等の生徒指導
担当者等に対して周知を図った。

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、
校長・教頭等の管理職を対象に、全国
10ブロックで、児童生徒の自殺予防に
関する普及啓発協議会を開催し、各教
育委員会・学校における児童生徒の自
殺予防への関心を高めるとともに、自
殺予防に必要な基礎的知識の習得と理
解を図った。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」を毎
年度開催し、平成30・令和元年度にお
いては、参加者142名（延べ人数）に
趣旨の徹底を図っている。

○大学の学生支援担当の教職員が集まる
各ブロックで開催される会議等におい
て、学生の自殺防止に対する指導の充
実について理解啓発を図っている。ま
た、独立行政法人日本学生支援機構に
おいて、大学等の教職員に対し、自殺
を含む学生の心の問題や成長支援に関
する正しい知識の習得と理解を促進す
るセミナーを実施し、平成30年度は
220名、令和元年度は192名が参加して
おり、普及啓発の取組を行っている。

○「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の
自殺が起きたときの背景調査の指針

（改訂版）」及び「子供の自殺等の実態
分析」について各種会議等を通じて教
育委員会・学校等に周知予定。

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、
校長・教頭等の管理職を対象に、全国
10ブロックで児童生徒の自殺予防に関
する普及啓発協議会を開催予定。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」にお
いて、「性同一性障害に係る児童生徒
に対するきめ細かな対応の実施等につ
いて」通知及び通知を踏まえた教職員
向け周知資料の趣旨の徹底を図る予
定。

○大学等の学生支援担当の教職員を対象
とした会議等の様々な機会を通じて、
学生の自殺防止に対する指導の充実に
ついての理解啓発を図るとともに、独
立行政法人日本学生支援機構におい
て、大学等の教職員に対し、自殺を含
む学生の心の問題や成長支援に関する
正しい知識の習得と理解を促進する取
組を実施予定。

資
料
５
-1
●
自
殺
総
合
対
策
大
綱
に
お
け
る
施
策
の
実
施
状
況

203

資料編

自
殺
対
策
白
書
-
4
-
0
5
_
1
-
資
料
編
.
i
n
d
d
 
 
 
2
0
3

2
0
2
0
/
1
0
/
0
7
 
 
 
1
4
:
3
7
:
1
9

19



自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○「自殺予防週間」の実施や自殺対策基
本法の趣旨等について周知を行い、専
修学校における自殺対策教育の推進を
図ってきた。

○「自殺予防週間」の実施や自殺対策基
本法の趣旨等について周知を行い、専
修学校における自殺対策教育の推進を
図る予定。

（5）地域保健スタッフ
や産業保健スタッフ
の資質の向上

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、
地域自殺対策推進センターに関わる都
道府県・市町村担当者の研修等を実
施。また、地域の自殺未遂者・自死遺
族支援に関わる民学官関係者の資質向
上のための研修も実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○地域の自殺未遂者・自死遺族支援に関
わる民学官関係者の資質向上のための
研修を実施した（平成30年度「生きる
ことの包括的支援研修」の、「生活困
窮者支援及び勤務経営問題（第２回）」、

「自殺未遂者支援及び自死遺族等支援
（第３回）」において実施）。

○引き続き、地域保健スタッフ等の資質
の向上を図る。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

厚生労働省

○全国の産業保健総合支援センター等に
おいて、産業保健スタッフ等に対する
研修等を実施（平成30年度：9,697件）。

【令和元年度予算額：4,847百万円の内数】

○全国の産業保健総合支援センター等に
おいて、産業保健スタッフ等に対する
研修を実施（平成30年度：9,697件）。

○全国の産業保健総合支援センター等に
おいて、産業保健スタッフ等に対する
研修等を実施。

【令和２年度予算額：4,986百万円の内数】

（6）介護支援専門員
等に対する研修

厚生労働省
○介護支援専門員の資質向上を図るため

の研修事業を実施。
【令和元年度予算額：82億円の内数】

○全ての都道府県において、介護支援専
門員の資質向上を図るための研修が実
施されている。

○引き続き、介護支援専門員の資質向上
を図るための研修事業を実施予定。

【令和２年度予算額：82億円の内数】

厚生労働省

○社会福祉士の養成課程において日常生
活と心の健康や心理的支援の方法など
を、介護福祉士の養成課程においてこ
ころのしくみの理解や老化や認知症に
伴うこころとからだの変化と日常生活
などを学習し、必要な知識及び技能を
修得した社会福祉士及び介護福祉士を
養成。（令和2年３月末時点の社会福祉
士登録者数245,181人、介護福祉士登
録者数1,694,630人）

○前年度に比べて、社会福祉士の登録者
数は11,664人、介護福祉士の登録者数
は69,801人の増加。

○引き続き、社会福祉士の養成課程にお
いて日常生活と心の健康や心理的支援
の方法などを、介護福祉士の養成課程
においてこころのしくみの理解や老化
や認知症に伴うこころとからだの変化
と日常生活などを学習することとして
いる。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（7）民生委員・児童
委員等への研修 厚生労働省

○各都道府県、政令指定都市、中核市が
実施する、
①単位民生委員・児童委員協議会会長

に必要な指導力を習得させるための
研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な
活動力を習得させるための研修

③新任の民生委員・児童委員に必要な
基礎知識及び技術を習得させるため
の研修

等を支援するための「民生委員・児童
委員研修事業」を実施。

【令和元年度予算額：436億円の内数】

○各都道府県、政令指定都市、中核市が
実施する、
①単位民生委員・児童委員協議会会長

に必要な指導力を習得させるための
研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な
活動力を習得させるための研修

③新任の民生委員・児童委員に必要な
基礎知識及び技術を習得させるため
の研修

等を支援するための「民生委員・児童
委員研修事業」について、令和元年度
は94自治体に補助を実施。

○各都道府県、政令指定都市、中核市が
実施する、
①単位民生委員・児童委員協議会会長

に必要な指導力を習得させるための
研修

②中堅の民生委員・児童委員に必要な
活動力を習得させるための研修

③新任の民生委員・児童委員に必要な
基礎知識及び技術を習得させるため
の研修

等を支援するための「民生委員・児童
委員研修事業」を実施予定。

【令和２年度予算額：462億円の内数】

（8）社会的要因に関
連する相談員の資
質の向上

金融庁

○自治体の相談員等の資質の向上を図る
ため、「多重債務者相談の手引き」の
普及に努めた。

○金融サービス利用者相談室の相談員に
対して、映像（内閣府作成（「こころ
のサインに気づいたら」）ゲートキー
パー養成研修用DVD）を利用した研
修を実施（令和２年２月）。

○自治体の相談員等の資質の向上を図る
ため、「多重債務者相談の手引き」の
普及に努めた。

○金融サービス利用者相談室の相談員に
対して、映像（内閣府作成（「こころ
のサインに気づいたら」）ゲートキー
パー養成研修用DVD）を利用した研
修を実施（平成31年２月）。

○自治体の相談員等の資質の向上を図る
ため、引き続き、「多重債務者相談の
手引き」の普及に努める。

○金融サービス利用者相談室の相談員に
対して、映像（内閣府作成（「こころ
のサインに気づいたら」）ゲートキー
パー養成研修用DVD）を利用した研
修を実施予定（令和３年２月）。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

消費者庁

○「地方消費者行政強化交付金」等によ
り地方公共団体が実施する取組に対す
る支援を実施。

【令和元年度予算額：33.5億円の内数】
○独立行政法人国民生活センターにおい

て、地方公共団体の消費生活相談員等
に対し、多重債務問題に関する研修を
実施した。

【令和元年度予算額：30.5億円の内数】
○消費生活相談員等を対象とした、ギャ

ンブル等依存症に関する相談拠点との
具体的な連携方法や相談実施方法等を
整理した対応マニュアルを策定（平成
29年度策定、30年度及び令和元年度改
定）。

○「地方消費者行政強化交付金」等を活
用して、国民生活センターで開催され
る多重債務問題やギャンブル等依存症
に関する研修を消費生活相談員が受け
られるよう支援してきた（国民生活セ
ンターにおける多重債務問題に関する
研修：平成30年度２回（受講者数118
名）、令和元年度２回（受講者数74名））。

○多重債務に関する消費生活相談の件数
はピーク時の３割程度まで減少するな
ど、着実に取組が進んできているが、
貸金業者から５件以上無担保無保証借
入の残高がある人数が多数おり、取組
を継続する必要がある。

○ギャンブル等依存症が、多重債務、自
殺等の問題に密接に関連することに鑑
み、ギャンブル等依存症対策を講ずる
に当たっては、これらの問題に関する
施策との有機的な連携が図られるよ
う、配慮される必要がある。

○「地方消費者行政強化交付金」を通
じ、引き続き地方公共団体が実施する
取組への支援を実施予定。

【令和２年度予算額：30.0億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活セン

ターにおいて、地方公共団体の消費生
活相談員等に対し、多重債務問題など
に関する研修を実施予定。

【令和２年度予算額：31.2億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活セン

ターにおけるギャンブル等依存症対策
を含む研修において、対応マニュアル
について講義。

○引き続き、消費生活相談において、対
応マニュアルを活用。

経済産業省

○全国商工会連合会、日本商工会議所を
通じて各商工会・商工会議所の経営安
定特別相談室にて中小企業者の相談を
受ける際には、必要に応じて他の中小
企業支援機関等と連携を図るなど、よ
り一層きめ細かく対応するように要
請。

○全国商工会連合会、日本商工会議所を
通じて各商工会・商工会議所の経営安
定特別相談室にて中小企業者の相談を
受ける際には、必要に応じて他の中小
企業支援機関等と連携を図るなど、よ
り一層きめ細かく対応するように要
請。

○全国商工会連合会、日本商工会議所を
通じて各商工会・商工会議所の経営安
定特別相談室にて中小企業者の相談を
受ける際には、必要に応じて他の中小
企業支援機関等と連携を図るなど、よ
り一層きめ細かく対応するように要請
予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○ハローワークの職業相談窓口において
は、求職者の抱えている問題を把握
し、これに合致した的確な支援を適時
に実施する等により、一層専門的な
サービスを提供することが必要とされ
る。このため、各都道府県労働局にお
いて、ハローワークの職員に対して、
キャリアコンサルティング研修を実
施。

【令和元年度予算額：82,252千円の内数】

○労働大学校及び各労働局においてキャ
リアコンサルティング等の相談技法向
上のための研修を実施。

○引き続き、求職者の抱える課題に応じ
た支援サービスを提供するため、ハ
ローワーク職員に対するキャリアコン
サルティング研修を実施予定。

【令和２年度予算額：84,347千円の内数】

厚生労働省

○自治体の担当職員の資質の向上を図る
ため、生活保護担当ケースワーカー全
国研修会で、メンタルヘルスに配慮す
べき人への支援について講義を実施

（平成29年８月、30年８月)。
【令和元年度予算額：生活困窮者就労準
備支援事業費等補助金　436億円の内数】

○毎年、年に１回開催される、生活保護
担当ケースワーカー全国研修会で、全
国の地方自治体のケースワーカー約
300人に対し、メンタルヘルスに配慮
すべき人への支援について講義を実
施。

○引き続き、生活保護担当ケースワー
カーが参加する研修等の機会を通じ
て、メンタルヘルスに関する講習を実
施予定。研修実施に関する必要な予算
を要求。

【令和２年度予算額：生活困窮者就労準備
支援事業費等補助金　462億円の内数】

（9）遺族等に対応す
る公的機関の職員
の資質の向上

警察庁

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺
未遂者等に関係する業務に従事する場
合には、自殺者の名誉や自殺者遺族、
自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけ
ることのないよう、適切な遺族等への
対応を実施。

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺
未遂者等に関係する業務に従事する場
合には、自殺者の名誉や自殺者遺族、
自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけ
ることのないよう、適切な遺族等への
対応を実施。

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺
未遂者等に関係する業務に従事する場
合には、自殺者の名誉や自殺者遺族、
自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけ
ることのないよう、適切な遺族等への
対応を引き続き実施予定。

総務省

○消防職員が遺族等に対して適切な対応
を図れるよう、各消防本部や各消防学
校での教養訓練を通じて、消防職員の
資質の向上に取り組んだ。

○消防職員が遺族等に対して適切な対応
を図れるよう、各消防本部や各消防学
校での教養訓練を通じて、消防職員の
資質の向上に取り組んだ。

○消防職員が遺族等に対して適切な対応
を図れるよう、各消防本部や各消防学
校での教養訓練を通じて、消防職員の
質の向上に取り組む。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（10）様々な分野での
ゲートキーパの養成 厚生労働省

○令和元年度自殺予防週間（令和元年９
月10日～16日）及び令和元年度自殺対
策強化月間（２年３月）において、ゲー
トキーパーとしての役割が期待される
団体等に対して、協力の呼びかけを実
施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策啓発
推進経費　64,219千円】

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間に
おいて、ゲートキーパーとしての役割
が期待される93団体に協力の呼びかけ
を実施。

（目標値）
国民の約３人に１人以上がゲートキーパー
について聞いたことがあるようにする。

（現在値）
44.4％（令和元年度第２回厚生労働行政
モニターアンケート）

○令和２年度自殺予防週間（令和２年９月
10日～16日） 及び自殺対策強化月間

（３年３月）において、ゲートキーパー
としての役割が期待される団体等に対
して、協力の呼びかけを実施予定。

【令和２年度予算額：自殺総合対策啓発推
進経費　64,219千円】

（11）自殺対策従事者
への心のケアの推進 厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、相談
員自らの心の健康を維持するための対
応方法を盛り込んだ各種研修を実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○平成31年１月に実施した「平成30年度
自殺未遂者ケア研修（一般救急版、精
神科救急版）」において、相談者の心
のケアに関する事項についても盛り込
んだ。

○引き続き、相談員自らの心の健康を維
持するための対応方法を盛り込んだ各
種研修を実施。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

（12）家族や知人等を
含めた支援者への
支援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を活用し、自
殺等の悩みを抱える者を支援する家族
等に対する支援を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○平成30年度実施自治体：22自治体 ○引き続き、地域自殺対策強化交付金を
活用し、自殺等の悩みを抱える者を支
援する家族等に対する支援を実施予定。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】

（13）研修資材の開発
等 厚生労働省

○地域レベルの自殺総合対策を推進する
ため、自殺総合対策推進センターが中
心になって、地域の自殺総合対策の類
型化された政策パッケージを開発し、
研修資材として活用。

○令和元年度に新たな研修実施方法開発
の一環として、「市町村自殺対策計画
策定ウェブ研修会」と「生きることの
包括的支援研修」のオンデマンド配信
を実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○地域自殺対策推進センター担当者及び
市町村自殺対策担当者の研修、資質向
上に活用されている。

○引き続き、自殺対策推進センターにお
いて研修資材の開発等を行う。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

5　心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する取組

（1）職場におけるメ
ンタルヘルス対策
の推進

厚生労働省

○「過労死等防止対策推進法」及び「過
労死等の防止のための対策に関する大
綱」に基づき、調査研究等、啓発、相
談体制の整備等、民間団体の活動に対
する支援等の過労死等の防止に関する
対策に取り組んだ(過労死等防止対策
推進シンポジウムの実績（令和元年
度：48会場　5,753人）。

【令和元年度予算額：256,561千円】

○「過労死等防止対策推進法」及び「過
労死等の防止のための対策に関する大
綱」に基づき、調査研究等（※１）、啓
発（※２）、相談体制の整備等、民間団
体の活動に対する支援等の過労死等の
防止に関する対策に取り組んできた。

※１　過労死等が多く発生していると指摘
のある職種・業種についての調査研究を
実施し、その結果を広く国民に発信した。
※２　過労死等防止対策推進シンポジウ
ムを、平成29年度より全国47都道府県で
開催をしている。

○「過労死等防止対策推進法」及び「過
労死等の防止のための対策に関する大
綱」に基づき、引き続き、調査研究
等、シンポジウム等による啓発、相談
体制の整備等、民間団体の活動に対す
る支援等の過労死等の防止に関する対
策に取り組む。

【令和２年度予算額：278,697千円】

厚生労働省

○「労働者の心の健康の保持増進のため
の指針」の普及啓発、ストレスチェッ
ク制度の実施の徹底により、事業場に
おけるメンタルヘルス対策の更なる普
及を図った。

○全国の産業保健総合支援センター等に
おいて、メンタルヘルス対策に係る事
業場への訪問支援を実施し、普及を
図った（平成30年度：12,870件）。

○全国の産業保健総合支援センターに
て、産業保健スタッフ等への研修を
9,697件（30年度）実施すると共に、
地域産業保健センターにてメンタルヘ
ルス不調の労働者に対する個別訪問等
を実施（30年度：81,998件）。

○小規模事業場に対して、ストレス
チェックの実施等に対する助成を実施

（30年度：4,733件）。
【令和元年度予算額：4,847百万円の内数】

○「労働者の心の健康の保持増進のため
の指針」の普及啓発、ストレスチェッ
ク制度の実施の徹底により、事業場に
おけるメンタルヘルス対策の更なる普
及を図った。

○全国の産業保健総合支援センター等に
おいて、メンタルヘルス対策に係る事
業場への訪問支援を実施し、普及を
図った（平成30年度：12,870件）。

○全国の産業保健総合支援センターに
て、産業保健スタッフ等への研修を
9,697件（30年度）実施するとともに、
地域産業保健センターにてメンタルヘ
ルス不調の労働者に対する個別訪問等
を実施（30年度：81,998件）。

○小規模事業場に対して、ストレス
チェックの実施等に対する助成を実施

（30年度：4,733件）。

○「労働者の心の健康の保持増進のため
の指針」の普及啓発、ストレスチェック
制度の実施の徹底により、事業場にお
けるメンタルヘルス対策の普及を図る。

○産業保健総合支援センターにて、事業
者や産業保健スタッフ等への研修等を
実施すると共に地域産業保健センター
において、メンタルヘルス不調の労働
者に対する個別訪問等を実施。

○小規模事業場に対して、ストレスチェッ
クの実施等に対する助成を実施。

○産業医・産業保健機能の強化を規定し
た改正労働安全衛生法を適切に施行

（平成31年４月１日施行）。
【令和２年度予算額：4,986百万円の内数】
○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ

イト「こころの耳」にて、情報提供や
電話相談等を実施。

【令和２年度予算額：153百万円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」にて、情報提供や
電話相談等を実施（電話相談：6,513
件（30年度）、メール相談：8,820件

（30年度））。
【令和元年度予算額：145百万円の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」にて情報提供を実
施するとともに、電話相談、メール相
談等を実施（電話相談：6,513件（30年
度）、メール相談：8,820件（30年度）。

厚生労働省

○事業主に義務付けられているセクシュ
アルハラスメント及び妊娠・出産等に
関するハラスメントの防止措置の徹底
に取り組んだ。また企業向けセミナー
の開催等、パワーハラスメントの予
防・解決に向けた取組を推進。

【令和元年度予算額：1,012,076千円】

○平成30年度に、セクシュアルハラスメ
ント及び妊娠・出産等に関するハラス
メントの予防に向けた企業向けセミ
ナーを57回開催した。

○平成30年度に、パワーハラスメントの
予防・解決に向けた企業向けセミナー
を59回開催した。

○引き続き、職場におけるハラスメント
対策を総合的に推進する。

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラス
メント撲滅に向けて、「ハラスメント
撲滅月間」を設定し、事業主向け説明
会の開催やシンポジウムの開催等によ
る集中的な周知啓発を実施する。ま
た、引き続き、ポータルサイトやセミ
ナーを通じて、広く国民及び労使への
周知・広報や労使の具体的な取組の促
進を図るとともに、メンタルヘルス対
策に係る指導の際に、パワーハラスメ
ント対策の指導も行う。さらに、新た
に、ハラスメント被害を受けた労働者
からの相談に迅速に対応するため、都
道府県労働局の相談体制を強化するほ
か、平⽇の夜間や休⽇も対応するフ
リーダイヤルやメールによる相談窓口
を設置する。

【令和２年度予算額：1,182,803千円】

（2）地域における心
の健康づくり推進
体制の整備

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、
自治体・精神保健福祉センター職員を
対象とした研修を実施するとともに、関
係機関相互間における連携体制を推進。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○自治体・精神保健福祉センター職員を
対象とした「生きることの包括的支援
研修」等の実施により資質向上と関係
機関相互間の連携体制の推進を進めた。

○引き続き、自治体・精神保健福祉セン
ター職員を対象とした研修等を実施す
るとともに、関係機関相互間における
連携体制を推進。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

文部科学省

○地域の多様な主体との連携・協働によ
り、社会的に孤立しがちな人々の学び
を通じた地域社会への参画を社会教育
担当部署が核となって促進する取組の
在り方を検討する。

「学びを通じた社会参画の推進に関する
実証研究事業」

【令和元年度予算額：９百万円】

○心の健康づくりにつながる地域住民に
よる学びの事例等の収集・横展開を行
うことができた。

○引き続き公民館等の社会教育施設にお
ける心の健康づくりにつながる自主的
な取組を促進するため、地域住民によ
る学びの事例収集・横展開を図る。

国土交通省

○地域住民が集い、憩うことのできる環
境の形成を図るため、歩いて行ける身
近な都市公園の整備等を推進。

【令和元年度予算額：国営公園等整備費　
8,544百万円の内数、都市公園防災事業
費補助　2,737百万円の内数、社会資本
整備総合交付金等　2,188,659百万円の
内数】

○平成30年度末の全国の都市公園等の整
備量(ストック)は、平成29年度末と比
較し、一人当たり都市公園等面積が約
10.5m2/人から約（10.6）m2/人に上昇。

○地域住民が集い、憩うことのできる環
境の形成を図るため、歩いて行ける身
近な都市公園の整備等を推進予定。

【令和２年度予算額：国営公園等整備費　
8,895百万円の内数、都市公園防災事業
費補助　2,737百万円の内数、社会資本
整備総合交付金等　1,801,456百万円の
内数】

農林水産省

○高齢者の生きがいづくりや介護予防等
を目的とした農園の整備、高齢者の生
きがい発揮のための地域住民活動支援
促進施設の整備等を支援。

【令和元年度予算額：農山漁村振興交付
金　9,809百万円の内数】

○高齢者の生きがいづくりや介護予防等
を目的とした農園の整備、高齢者の生
きがい発揮のための地域住民活動支援
促進施設の整備等を支援し、農山漁村
における雇用の創出等に寄与。

○高齢者の生きがいづくりや介護予防等
を目的とした農園の整備、高齢者の生
きがい発揮のための地域住民活動支援
促進施設の整備等を支援予定。

【令和２年度予算額：農山漁村振興交付金　
9,805百万円の内数】

農林水産省

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のた
め、特用林産物（森林から生産される
産物のうち、木材以外のきのこ類、木
炭、竹などの総称）の生産基盤の整備
等の生産環境づくりの支援を実施。

【令和元年度予算額：林業成長産業化総
合対策のうち林業・木材産業成長産業化
促進対策　8,888百万円の内数】

○特用林産物の生産振興を通じ、山村地
域における就業機会の創出や国産きの
この生産量の維持に貢献。

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のた
め、特用林産物（森林から生産される
産物のうち、木材以外のきのこ類、木
炭、竹などの総称）の生産基盤の整備
等の生産環境づくりの支援を実施予
定。

【令和２年度予算額：林業成長産業化総合
対策のうち林業・木材産業成長産業化促
進対策　8,604百万円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（3）学校における心
の健康づくり推進
体制の整備

文部科学省

○スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーの配置に係る経費を補
助すること等により、学校における教
育相談体制を充実。

【令和元年度予算額：6,885百万円の内数】
○独立行政法人日本学生支援機構におい

て、大学等の教職員に対し、自殺を含
む学生の心の問題や成長支援に関する
正しい知識の習得と理解を促進する取
組を実施。

○リーフレットの配布や担当者会議等を
通じて、学校における労働安全衛生法
に基づく管理体制の整備の必要性を周
知。

○ニッポン一億総活躍プランにて、平成
31年度までにスクールソーシャルワー
カーを全ての中学校区（1万中学校区）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○ニッポン一億総活躍プランにて、平成
31年度までにスクールカウンセラーを
全公立小中学校（27,500校）に配置す
ることを目標とし、令和元年度予算で
はそのための予算を計上。

○独立行政法人日本学生支援機構におい
て、大学等の教職員に対し、自殺を含
む学生の心の問題や成長支援に関する
正しい知識の習得と理解を促進するセ
ミナーを実施し、平成30年度は220名、
令和元年度は192名が参加しており、
普及啓発を行っている。

○各都道府県等の担当者が集まる会議に
おいて周知を実施（令和元年度は年4
回）するとともに、リーフレットを配
布した。

○教育相談体制の更なる充実に向け、ス
クールカウンセラー等活用事業【令和
２年度予算額：7,091百万円の内数】、
スクールソーシャルワーカー活用事業

【令和２年度予算額：7,091百万円の内
数】を計上。

○スクールカウンセラー及びスクール
ソーシャルワーカーの常勤化に向けた
調査研究【令和２年度予算額：11百万
円】を計上。

○緊急スクールカウンセラー等活用事業
【令和２年度予算額：2,219百万円】を
計上。

○引き続き、大学等の教職員に対し、自
殺を含む学生の心の問題や成長支援に
関する正しい知識の習得と理解を促進
する取組を実施予定。

○引き続き、学校における労働安全衛生
管理体制の整備を促す取組を実施す
る。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）大規模災害にお
ける被災者の心の
ケア、生活再建等
の推進

復興庁

○避難生活の長期化や災害公営住宅への
移転の本格化など復興のステージの進
展に伴い生じる課題に対応するため、
被災者支援総合交付金により、被災者
の見守り、住宅・生活再建に関する相
談対応への支援、人と人とのつながり
を作り、生きがいをもって暮らしてい
ただくための「心の復興」など、自治
体における被災者支援の取組を一体的
に支援した。

○避難生活の長期化や災害公営住宅等へ
の移転などに伴い、被災者をとりまく
課題が多様化する中、被災自治体等が
直面する課題・ニーズに的確に対応
し、効果的な被災者支援活動を実施で
きるよう支援してきた。

○被災者支援総合交付金において、以下
の事業を引き続き要求。

【令和２年度予算額：155億円の内数】
（被災した子どもの健康・生活対策等総
合支援事業）

被災した子どもへの支援を継続して行
うため、子どものいる家庭等への訪問に
よる心身の健康に関する相談・支援、遊
具の設置や子どもの心と体のケアなど、
総合的な支援を図る。

（被災者見守り・相談支援事業）
被災者の孤立防止等の観点から、相談

員による日常生活上の相談支援や住民交
流会の開催など、被災者に対する見守
り・相談活動を支援。

（被災地健康支援事業）
被災者の健康状態の悪化を防ぐため、

保健師による巡回保健指導などの各種健
康支援活動やそれらを担う専門人材の確
保など、被災自治体における健康支援活
動を引き続き支援。

（被災者の心のケア支援事業）
被災者の心のケアのため、心のケアセ

ンターを設置し、被災者への個別相談支
援や支援者支援等を実施。

厚生労働省

○「災害時における児童相談所の活動ガ
イドライン」において、大規模災害時
には、関係機関と連携して中長期的な
子どもの心のケアに取り組む必要があ
り、災害発生直後から子どもの心のケ
アができる体制を確保するよう周知し
ており、引き続き周知していく予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

文部科学省

○平成29年３月、「いじめの防止等のため
の基本的な方針」を改定して、原子力
発電所事故の避難者である児童生徒に
対するいじめの未然防止・早期発見に
取り組むことを新たに盛り込み、教職
員に対して適切な対応を求めた。さら
に、29年４月に、被災児童生徒へのい
じめの防止について、全国の児童生徒
等に向けて、文部科学大臣からメッ
セージを発表。

○各教育委員会等の生徒指導担当者等を
対象としたいじめに関する行政説明を
開催(令和元年度　35箇所)し、被災児
童生徒へのいじめに対して適切な対応
を求めた。

○被災した子供たちの心のケア等への対
応のため、被災した地方公共団体等が
学校などにスクールカウンセラー等を
派遣するために、緊急スクールカウン
セラー等活用事業として必要な経費に
ついて支援。

【令和元年度予算額：2,378百万円】

○平成29年３月の「いじめの防止等のた
めの基本的な方針」の改定や、各教育
委員会等の生徒指導担当者等を対象と
したいじめに関する行政説明の開催
(令和元年度　35箇所)等を通じて、各
教育委員会・学校等における被災児童
生徒へのいじめに対する適切な対応を
求めた。

○元年度予算では、緊急スクールカウン
セラー等活用事業として、スクールカ
ウンセラー等を（870人）配置する予
算を計上。

○各教育委員会等の生徒指導担当者等を
対象としたいじめに関する行政説明を
開催し、被災児童生徒へのいじめに対
して適切な対応を求める予定。

○緊急スクールカウンセラー等活用事業
を計上。

【令和２年度予算額：2,219百万円】

6　適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする取組

（1）精神科医療、保
健、福祉等の各施
策の連動性の向上

厚生労働省

○精神科を専門としない医師等に対し、
うつ病診断能力の向上を目的に「かか
りつけ医等心の健康対応力向上研修」
を実施。

【令和元年度予算額：地域生活支援事業
等　495億円の内数】
○自殺総合対策推進センターでは、連動

性を向上させる研修を実施。

○精神科を専門としない医師等に対し、
うつ病診断能力の向上を目的に「かか
りつけ医等心の健康対応力向上研修」
を実施予定。

○引き続き、自殺総合対策推進センター
では、連動性を向上させる研修を実
施。

○引き続き、精神科を専門としない医師
等に対し、うつ病診断能力の向上を目
的に「かかりつけ医等心の健康対応力
向上研修」を実施予定。

【令和２年度予算額：地域生活支援事業等　
505億円の内数】
○引き続き、自殺対策推進センターで

は、連動性を向上させる研修を実施。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（2）精神保健医療福
祉サービスを担う人
材の養成など精神
科医療体制の充実

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、
精神科医療を担う人材育成のための各
種研修等を実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○精神保健医療を担う人材育成のため、
自殺未遂者ケア研修（一般救急版、精
神救急版）等の各種研修等を実施し、
参加者から高い評価を得た（計５回）。

○引き続き、精神保健医療を担う人材育
成のため、自殺未遂者ケア研修（一般
救急版、精神救急版）等の各種研修等
を実施。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

厚生労働省
○認知行動療法研修事業を実施。

【令和元年度予算額：55,528千円】
○認知行動療法研修事業を実施。 ○引き続き、認知行動療法研修事業を実

施。
【令和２年度予算額：55,430千円】

（3）精神保健医療福
祉サービスの連動
性を高めるための
専門職の配置【一
部再掲】

厚生労働省
○精神保健福祉士等の専門職等を、医療

機関を始めとした地域に配置する取組
を実施。

○精神保健福祉士等の専門職等を、医療
機関を始めとした地域に配置する取組
を実施。

○精神保健福祉士等の専門職等に対して
研修を実施し、医療機関等の地域への
配置を促す。

一部再掲 6－（1）

（4）かかりつけの医
師等の自殺リスク
評価及び対応技術
等に関する資質の
向上【再掲】

再掲 4－（3）

（5）子どもに対する
精神保健医療福祉
サービスの提供体
制の整備

厚生労働省

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応
するため、都道府県等における拠点病
院を中核とし、医療機関や保健福祉機
関等と連携した支援体制の構築を図る
ための事業等を行う、子どもの心の診
療ネットワーク事業を実施。

【令和元年度予算額：231億円の内数】

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応
するため、都道府県等における拠点病
院を中核とし、医療機関や保健福祉機
関等と連携した支援体制の構築を図る
ための事業等を行う、子どもの心の診
療ネットワーク事業を実施。（令和元
年度：20自治体）

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応
するため、都道府県等における拠点病
院を中核とし、医療機関や保健福祉機
関等と連携した支援体制の構築を図る
ための事業等を行う、子どもの心の診
療ネットワーク事業を引き続き実施予
定。

【令和２年度予算額：240億円の内数】

厚生労働省

○こころの健康づくり対策事業におい
て、「PTSD対策専門研修」「思春期精
神保健研修」を実施。

【令和元年度予算額：14,107千円】

○こころの健康づくり対策事業におい
て、「PTSD対策専門研修」「思春期精
神保健研修」を実施。

○引き続き、こころの健康づくり対策事
業において、「PTSD対策専門研修」

「思春期精神保健研修」を実施。
【令和２年度予算額：14,258千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（6）うつ等のスクリー
ニングの実施 厚生労働省

○高齢者の介護予防や社会参加の推進等
のための多様な通いの場の整備等な
ど、地域の実情に応じた効果的・効率
的な介護予防の取組を推進。

【 令 和 元 年 度 予 算 額： 地 域 支 援 事 業　
1,941億円の内数】

○年齢や心身の状況等によって分け隔て
ることなく、住民主体の通いの場を充
実させ、人と人とのつながりを通じ
て、参加者や通いの場が継続的に拡大
していくような地域づくりを推進。

○平成30年度の通いの場の箇所数は約10
万６千箇所、参加者数は高齢者人口の
約5.7％にあたる約202万人であり、令
和２年度末までに６％とすることを目指
している。

○引き続き、高齢者の介護予防や社会参
加の推進等のための多様な通いの場の
整備など、地域の実情に応じた効果
的・効率的な介護予防の取組を推進予
定。

【令和２年度予算額：地域支援事業　1972
億円の内数】

○産後うつの予防や新生児への虐待予防
等産後の初期段階における母子に対す
る支援を強化するため、平成29年４月
より、産婦健康診査の費用を助成。

【令和元年度予算額：231億円の内数】

○産後うつの予防や新生児への虐待予防
等産後の初期段階における母子に対す
る支援を強化するため、平成29年４月
より、産婦健康診査の費用を助成（令
和元年度：671市町村）。

○引き続き、産後うつの予防や新生児へ
の虐待予防等産後の初期段階における
母子に対する支援を強化するため、産
婦健康診査の費用を助成。

【令和２年度予算額：240億円の内数】

（7）うつ病以外の精
神疾患等によるハ
イリスク者対策の
推進

厚生労働省

○うつ病以外の精神疾患に適切に対応で
きるよう、精神医療及び精神保健関係
者等を対象に研修を実施。

○アルコール関連問題啓発週間におい
て、フォーラムの開催等、自殺等の問
題を含むアルコール関連問題について
の啓発を実施。

【令和元年度予算額：17百万円】
○依存症対策全国拠点機関による地域に

おける指導者の養成や都道府県・指定
都市による依存症相談拠点機関の設
置、依存症の専門医療機関・治療拠点
機関の選定、依存症対策総合支援事業
の活用等により、関係機関が連携し、
地域における依存症対策を推進。ま
た、依存症対策全国拠点機関におい
て、依存症対策にかかる調査研究を実
施。

【令和元年度予算額：8.1億円】

○アルコール関連問題啓発週間におい
て、フォーラム開催や資材配付等の普
及啓発を実施。

○依存症対策全国拠点機関において、地
域で治療や相談にあたる者に対する研
修を実施。

（令和元年度実績）
・7/29-31　薬物依存症
・9/5-6　アルコール依存症
・8/22-23、12/12-13　ギャンブル等

依存症
・2/12-14アルコール依存症、薬物依

存症

○引き続き、アルコール関連問題啓発週
間において、フォーラムの開催等、自
殺等の問題を含むアルコール関連問題
についての啓発を実施予定。

【令和２年度予算額：17百万円】
○引き続き、依存症対策全国拠点機関に

おいて地域の指導者の養成等や都道府
県・指定都市において依存症の専門医
療機関・治療拠点機関の選定などによ
り、地域の医療・相談支援体制の整備
を進めるとともに、依存症対策総合支
援事業の活用等による関係機関との連
携構築や、依存症対策全国拠点機関に
おける調査研究の実施により、依存症
対策を推進。

【令和２年度予算額：9.3億円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○都道府県・指定都市において、依存症
相談拠点機関、依存症専門医療機関、
治療拠点機関を整備

（元年12月末時点）
・相談拠点機関：アルコール 52自治

体、薬物 43自治体、ギャンブル 46
自治体

・専門医療機関：アルコール 45自治
体、薬物 35自治体、ギャンブル 36
自治体

・治療拠点機関：アルコール 33自治
体、薬物 24自治体、ギャンブル 26
自治体

（8）がん患者、慢性
疾患患者等に対す
る支援

厚生労働省

○地域医療介護総合確保基金を通じて、
看護師の資質の向上に関する研修への
財政支援を実施。

○がんや慢性疾患患者等の看護を含めた
看護職の専門性向上を図るための研修
は、25都道府県において実施されてお
り、一定の成果を上げている。

○地域医療介護総合確保基金を通じて、
看護師の資質の向上に関する研修への
財政支援を実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

7　社会全体の自殺リスクを低下させる取組

（1）地域における相
談体制の充実と支
援策、相談窓口情
報等の分かりやす
い発信

厚生労働省

○「こころの健康相談統一ダイヤル」を
運用。

○地域自殺対策強化交付金を活用し、包
括支援相談の実施等、地域における相
談体制を充実。

○自殺総合対策推進センターでは、各都
道府県から相談窓口の情報を得て、同
センターのWebサイト「いのち支え
る」の中に「いのち支える相談窓口

（都道府県・政令指定都市別の相談窓
口一覧）」を開設している。

○令和元年度自殺予防週間（令和元年９
月10日～16日）及び元年度自殺対策強
化月間（２年３月）において、ポスター
やインターネット上において相談窓口
を周知。

【令和元年度予算額：自殺予防相談体制
整備充実等経費　8,834千円、自殺総合
対策啓発推進経費64,219千円、地域自殺
対策強化交付金　2,625,761千円の内数】

○「こころの健康相談統一ダイヤル」に
おける相談件数は、約５万8千件（令和
元年度）。

○「いのち支える相談窓口（都道府県・
政令指定都市別の相談窓口一覧）」の
ページビュー数は、213,745件（令和
元年度）。

（目標値）
国民の約３人に２人以上が相談電話につい
て聞いたことがあるようにすることを目
指す。

（現在値）
○「こころの健康相談統一ダイヤル」

47.8％
○「よりそいホットライン」22.8％

（令和元年度第２回厚生労働行政モニター
アンケート）

○引き続き、相談体制の充実を図る。
【令和２年度予算額：自殺予防相談体制整
備充実等経費　8,834千円、自殺総合対
策啓発推進経費　64,219千円、地域自殺
対策強化交付金　2,628,968千円の内数】

厚生労働省

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人
からの相談を24時間365日無料で受け、
具体的な問題解決につなげるための電
話相談事業を補助事業として実施。

【令和元年度予算額：7.5億円】

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人
からの相談を24時間365日無料で受け、
具体的な問題解決につなげるための電
話相談事業を補助事業として実施。

○自殺防止ラインにおける相談件数は、
平成29年度においては、23,407件(完
了呼数）

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人
からの相談を24時間365日無料で受け、
具体的な問題解決につなげるための電
話相談事業を補助事業として実施予
定。

【令和２年度予算額：7.5億円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（2）多重債務の相談
窓口の整備とセー
フティネット融資
の充実

金融庁

○多重債務者相談強化キャンペーンを実
施し、全国各地でメンタルヘルスを含
む相談を受け付ける無料相談会等の取
組を実施。

【令和元年度予算額：19,435千円の内数】

○多重債務者相談強化キャンペーンを実
施し、全国各地でメンタルヘルスを含
む無料相談会の開催など地方自治体や
関係機関の主体的な取組を促した（無
料相談会を実施した先：財務局・財務
支局、地方自治体、弁護士会、司法書
士会）。

○多重債務者相談強化キャンペーンを実
施し、引き続き、全国各地でメンタル
ヘルスを含む相談を受け付ける無料相
談会等の取組を実施予定。

【令和２年度予算額：22,128千円の内数】

消費者庁

○「地方消費者行政強化交付金」等によ
り地方公共団体が実施する取組に対す
る支援を実施。

【令和元年度予算額：33.5億円の内数】
○独立行政法人国民生活センターにおい

て、地方公共団体の消費生活相談員等
に対し、多重債務問題に関する研修を
実施した。

【令和元年度予算額：30.5億円の内数】
○消費生活相談員等を対象とした、ギャ

ンブル等依存症に関する相談拠点との
具体的な連携方法や相談実施方法等を
整理した対応マニュアルを策定（平成
29年度策定、30年度及び令和元年度改
定）。

○「地方消費者行政強化交付金」等を活
用して、国民生活センターで開催され
る多重債務問題やギャンブル等依存症
に関する研修を消費生活相談員が受け
られるよう支援してきた（国民生活セ
ンターにおける多重債務問題に関する
研修：平成30年度２回（受講者数118
名）、令和元年度２回（受講者数74名））。

○多重債務に関する消費生活相談の件数
はピーク時の３割程度まで減少するな
ど、着実に取組が進んできているが、
貸金業者から５件以上無担保無保証借
入の残高がある人数が多数おり、取組
を継続する必要がある。

○ギャンブル等依存症が、多重債務、自
殺等の問題に密接に関連することに鑑
み、ギャンブル等依存症対策を講ずる
に当たっては、これらの問題に関する
施策との有機的な連携が図られるよ
う、配慮される必要がある。

○「地方消費者行政強化交付金」を通
じ、引き続き地方公共団体が実施する
取組への支援を実施予定。

【令和２年度予算額：30.0億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活セン

ターにおいて、地方公共団体の消費生
活相談員等に対し、多重債務問題など
に関する研修を実施予定。

【令和２年度予算額：31.2億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活セン

ターにおけるギャンブル等依存症対策
を含む研修において、対応マニュアル
について講義。

○引き続き、消費生活相談において、対
応マニュアルを活用。

厚生労働省

○各都道府県社会福祉協議会において、
生活福祉資金貸付制度を実施。

○資金の貸付けと必要な相談支援を行う
ことにより、低所得世帯等が安定した
生活を送れるようにするとともに、生
活意欲の助長や社会参加の促進を図っ
た。

○各都道府県社会福祉協議会において、
生活福祉資金貸付制度を実施。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（3）失業者等に対す
る相談窓口の充実等

厚生労働省

○全国のハローワークの求職者を対象
に、ストレスチェックシートの作成・
配布、心の悩み・不安等の相談に対す
る専門家によるメール相談を実施。

【令和元年度予算額：9,055千円の内数】
○ハローワークにおいて、就職に関連し

た生活に関する問題について専門家に
よる巡回相談を実施。

【令和元年度予算額：109,185千円の内数】

○令和元年度は延べ1,526件（前年度比
＋14.7％）のメール相談を実施。

○元年度は延べ6,556回（前年度比▲
11.6％）の巡回相談を実施。

○引き続き、全国のハローワークの求職
者を対象に、ストレスチェックシート
の作成・配布、心の悩み・不安等の相
談に対し、専門家によるメール相談を
実施予定。

【令和２年度予算額：9,055千円の内数】
○引き続き、ハローワークにおいて、心

の健康を含む生活の問題に関する専門
家による巡回相談を実施予定。

【令和２年度予算額：109,185千円の内数】

厚生労働省

○若年無業者等に対する地域の支援拠点
である地域若者サポートステーション
を全国に設置。また、
①一人ひとりに応じた専門的な相談や

コミュニケーション訓練、アウト
リーチ型相談

②就職後の定着・ステップアップ支援
③職場体験等

を行うことにより、若年無業者等の職業
的自立支援を実施。

【令和元年度予算額：39.7億円の内数】

○全国に設置する地域若者サポートス
テーションにて、
①一人ひとりに応じた専門的な相談や

コミュニケーション訓練、アウト
リーチ型相談

②就職後の定着・ステップアップ支援
③職場体験等

を行うことにより、若年無業者等の職業
的自立支援を着実に実施した。

○若年無業者等に対する地域の支援拠点
である地域若者サポートステーション
を全国に設置。また、引き続き、
①一人ひとりに応じた専門的な相談や

コミュニケーション訓練、アウト
リーチ型相談

②就職後の定着・ステップアップ支援
③職場体験等

を行うことにより、若年無業者等の職業
的自立支援を実施予定。

【令和２年度予算額：53億円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）経営者に対する
相談事業の実施等 経済産業省

○都道府県商工会連合会及び主要商工会
議所の経営安定特別相談事業に対して
全国商工会連合会及び日本商工会議所
が行う支援事業を補助。

○47都道府県に設置された「中小企業再
生支援協議会」、独立行政法人中小企
業基盤整備機構に設置された「中小企
業再生支援全国本部」において、中小
企業における事業の再生に関する相談
から、保証債務の整理を含めた再生計
画の策定支援まで対応。

○各都道府県に設置されている「下請か
けこみ寺」（全国48か所）において、
中小企業からの取引に関する各種相談
に対応。

○平成23年３月より実施してきた「中小
企業電話相談ナビダイヤル」を実施。

○25年12月５日に公表された「経営者保
証に関するガイドライン」の利用促進
を図るため、独立行政法人中小企業基
盤整備機構・地域本部等にて経営者保
証に関する相談を受け付けるととも
に、ガイドラインの利用を希望する方
への専門家派遣を実施。

○中小企業庁のメールマガジンにおい
て、「自殺対策強化月間」や自殺対策
関係の相談窓口、中小企業の経営上の
相談窓口の周知を実施。

○都道府県商工会連合会及び主要商工会
議所の経営安定特別相談事業に対して
全国商工会連合会及び日本商工会議所
が行う支援事業を補助。

○47都道府県に設置された「中小企業再
生支援協議会」、独立行政法人中小企
業基盤整備機構に設置された「中小企
業再生支援全国本部」において、中小
企業における事業の再生に関する相談
から、保証債務の整理を含めた再生計
画の策定支援まで対応。

○各都道府県に設置されている「下請か
けこみ寺」（全国48か所）において、
中小企業からの取引に関する各種相談
に対応。

○平成23年３月より実施してきた「中小
企業電話相談ナビダイヤル」を実施。

○25年12月５日に公表された「経営者保
証に関するガイドライン」の利用促進
を図るため、独立行政法人中小企業基
盤整備機構・地域本部等にて経営者保
証に関する相談を受け付けるととも
に、ガイドラインの利用を希望する方
への専門家派遣を実施。

○中小企業庁のメールマガジンにおい
て、「自殺対策強化月間」や自殺対策
関係の相談窓口、中小企業の経営上の
相談窓口の周知を実施。

○都道府県商工会連合会及び主要商工会
議所の経営安定特別相談事業に対して
全国商工会連合会及び日本商工会議所
が行う支援事業を補助予定。

○47都道府県に設置された「中小企業再
生支援協議会」、独立行政法人中小企
業基盤整備機構に設置された「中小企
業再生支援全国本部」において、中小
企業における事業の再生に関する相談
から、保証債務の整理を含めた再生計
画の策定支援まで対応予定。

○各都道府県に設置されている「下請か
けこみ寺」（全国48か所）において、
中小企業からの取引に関する各種相談
に対応予定。

○平成23年３月より実施してきた「中小
企業電話相談ナビダイヤル」を継続し
て実施予定。

○「経営者保証に関するガイドライン」
の利用促進をより一層図るため、ガイ
ドラインの内容に関する相談対応、ガ
イドラインの利用を希望する方への専
門家派遣、周知・普及のための広報活
動などを継続して実施する予定。

○中小企業庁のメールマガジンにおい
て、「自殺対策強化月間」や自殺対策
関係の相談窓口、中小企業の経営上の
相談窓口の周知を実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

金融庁

○「経営者保証に関するガイドライン」
の活用促進をより一層図るため、金融
機関に対し、金融業界団体との意見交
換会等を通じて、中小企業等への積極
的なガイドラインの周知を行うととも
に、更なるガイドラインの活用を促し
てきた。

○民間金融機関における活用実績の集計
結果の公表（直近は令和2年6月公表）
を行った上で、金融機関と対話を実施
するなどして、ガイドラインの活用を
促してきた。

○また、ガイドラインの活用に係る組織
的な取組み事例集の公表（元年８月）、
参考事例集の改訂版の公表（元年８月）、
ガイドラインのＱ＆Ａの一部を改定

（元年10月）などの環境整備により、
ガイドラインの活用を促すとともに、
関係機関と広報チラシの作成・配布

（元年10月）を実施して、ガイドライ
ンの周知・広報に取り組んできた。

○引き続き、「経営者保証に関するガイ
ドライン」の活用促進をより一層図る
ため、金融機関に対し、金融業界団体
との意見交換会等を通じて、中小企業
等への積極的なガイドラインの周知を
行うとともに、更なるガイドラインの
活用を促していく。

（5）法的問題解決の
ための情報提供の
充実

法務省

○インターネット広告及びパンフレッ
ト・リーフレット等の配布等を実施
し、法テラスの認知度の向上と業務内
容の理解を促した。

○東日本大震災及び令和元年東日本台風
（令和元年台風第19号）等の被災者支
援に関して、新聞広告を実施するなど
し、法テラスの法的支援業務の周知や
利用の促進を図った。

○関係機関と連携・協力し、自殺予防週
間・自殺対策強化月間にあわせて、自
殺要因となる法律、労働、教育、健康
などの問題に関する相談会を実施。

○自殺の要因ともなり得る震災に係る問
題についても、フリーダイヤル（被災
者専用フリーダイヤル）において、解
決に役立つ法制度や相談窓口の紹介を
行った（東日本大震災に係る問題につ
いての総問合せ件数は、平成30年度
759件、令和元年度895件）。

○インターネット広告や新聞広告等を、
法テラスの支援に関する国民への周知
のため有効に活用した。また、各種相
談会の実施、フリーダイヤルの活用等
により、大規模災害の被災者を含む法
的問題を抱えた方々に、問題解決のた
めの情報を広く提供した。

○インターネット広告及びパンフレッ
ト・リーフレット等の配布等を実施
し、法テラスの認知度の向上と業務内
容の理解を促す。

○東日本大震災等に関して、キャンペー
ン広報を実施し、法テラスの被災者支
援等の法的支援業務の周知や同制度の
利用の促進を図る。

○関係機関と連携・協力し、自殺要因と
なる問題に関する相談会を実施する。

○自殺の要因ともなり得る震災に係る問
題についても、引き続きフリーダイヤ
ル（被災者専用フリーダイヤル）にお
いて、解決に役立つ法制度や相談窓口
の紹介を行う。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○被災地に設置した臨時出張所におい
て、消費者庁・地方自治体と連携し
て、司法書士・社会福祉士・社会保険
労務士・税理士などの専門家によるワ
ンストップのよろず相談会を実施（相
談件数は、平成30年度2,757件、令和
元年度2,431件）。

【令和元年度予算額：15,860,934千円の内
数】

○被災地に設置した臨時出張所において、
消費者庁・地方自治体と連携して、司
法書士・社会福祉士・社会保険労務
士・税理士などの専門家によるワンス
トップのよろず相談会を実施する。

【令和２年度予算額：15,420,353千円の内
数】

（6）危険な場所、薬
品等の規制等

厚生労働省

○医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律や、毒
物及び劇物取締法に基づく譲渡規制が
遵守されるよう、自治体を通じて医薬
品販売業者等に対する周知、薬事監
視・指導等を行うことにより、不適切
な使用に繋がる流通を防止。

【令和元年度予算額：4,860千円】

○令和元年度の「薬と健康の週間」にお
いて、医薬品の適正使用を普及啓発す
るためのパンフレット（23万６千部）、
ポスター（９万３千枚）を作成し、自治
体（154箇所）・関係機関（248箇所）
等を通じて広く周知を行った。また、
ホームページや広報誌「厚生労働」に
より「薬と健康の週間」の広報を行
い、医薬品の適正使用について普及啓
発を行った。

○引き続き、同様の対応を行う。
○「薬と健康の週間」にあわせて、医薬

品の適正使用等について、広く国民に
普及啓発するための広報誌やパンフ
レット、リーフレットを配布するほ
か、Webサイトを随時更新するなど
して周知徹底を図っており、令和２年
度概算要求においても、医薬品適正使
用普及啓発費として要求している。

【令和２年度予算額：4,860千円】

国土交通省

○各種補助金によりホームドア整備を支
援。

【令和元年度予算額：280.0億円の内数】
○鉄道技術開発費補助金により新型ホー

ムドアの技術開発を支援。
【令和元年度予算額：1.52億円の内数】
○「新型ホームドアに関する技術WG」

を開催。

○各種補助金によりホームドア整備を支
援し、鉄道駅全体で783駅（平成30年
度末）を整備済み。

○鉄道技術開発費補助金等により新型
ホームドア等の技術開発の促進を図っ
た。

○各種補助金によりホームドアの整備の
促進を図る。

【令和２年度予算額：112.4億円の内数】

警察庁 ○自殺のおそれがある行方不明者の発見
活動の確実な実施を図った。

○自殺のおそれがある行方不明者の発見
活動の確実な実施を図った。

○引き続き、自殺のおそれがある行方不
明者の発見活動の確実な実施を図る。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（7）ICTを活用した自
殺対策の強化【一
部再掲】

厚生労働省

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等に適切な相談窓口を案内する取組の
実施を検索事業者、SNS事業者に対
して実施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策啓発
推進経費　64,219千円】

○左記働きかけに応じた取組が進展。 ○引き続き、検索事業者及びSNS事業
者による自主的な取組の状況につい
て、フォローアップを継続するととも
に、必要に応じて更なる取組強化の働
きかけ等を検討する予定。

【令和２年度予算額：自殺総合対策啓発推
進経費　64,219千円】

法務省

○人権擁護の観点から、青少年のイン
ターネットリテラシー向上に重点を置
いた各種人権啓発活動を実施（令和元
年度バナー広告クリック数395,127回
の内数）。

○インターネット上で人権侵害を受けた
場合等の相談窓口や救済手続について
の周知広報や、ICTを活用した相談窓
口への誘導強化を推進。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内
数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青
少年のインターネットリテラシー向上
に関する効果的な人権啓発活動を実施
することができたものと考える。

○インターネット上の人権侵害情報に関
する人権侵犯事件について、令和元年
に法務局・地方法務局において新たに
救済手続を開始したものは1,985件で
あり、相談窓口や救済手続の周知広報
は一定の成果を収めている。

○人権擁護の観点から、青少年のイン
ターネットリテラシー向上に重点を置
いた各種人権啓発活動を実施予定。

○インターネット上で人権侵害を受けた
場合等の相談窓口及び救済手続につい
ての周知広報や、ICTを活用した相談
窓口への誘導強化を推進する予定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内
数】

経済産業省

○「自殺」「死にたい」等の自殺につな
がる用語の検索を行った場合におい
て、相談窓口を表示する取組を強化す
ること等に関し、事業者に対して必要
な要請を実施。

○「自殺」「死にたい」等の自殺につな
がる用語の検索を行った場合におい
て、相談窓口を表示する取組を強化す
ること等に関し、事業者に対して必要
な要請を実施。

○「自殺」「死にたい」等の自殺につな
がる用語の検索を行った場合におい
て、相談窓口を表示する取組を強化す
ること等に関し、事業者に対して必要
に応じてフォローアップや支援を行
う。

一部再掲 2－（3）、7－（1）

（8）インターネット
上の自殺関連情報
対策の推進

警察庁

○都道府県警察及びインターネット・
ホットラインセンターにおいて、イン
ターネット上の自殺誘引等情報につい
て、サイト管理者等への削除依頼を実
施。

【令和元年度予算額：ホットライン業務
等の外部委託　126,770千円の内数】

○令和元年中に、インターネット・ホッ
トラインセンターが実施した自殺誘引
等情報のサイト管理者等への削除依頼
件数は2,560件であった。

○都道府県警察及びインターネット・
ホットラインセンターにおいて、イン
ターネット上の自殺誘引等情報につい
て、サイト管理者等への削除依頼を実
施予定。

【令和２年度予算額：ホットライン業務等
の外部委託　127,933千円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

総務省

○違法・有害情報への対応等に関する契
約約款モデル条項の適切な運用を支
援。

○総務省、文部科学省及び通信関係団体
等が連携し、子どもたちのインター
ネットの安心・安全な利用に向けて、
保護者・教職員及び児童生徒を対象と
した啓発講座を実施。

○違法・有害情報への対応等に関する契
約約款モデル条項について、適切な運
用を支援した。

○令和元年度は、平成31年４月から令和２
年3月までの間、2,660件実施。

○引き続き、違法・有害情報への対応等
に関する契約約款モデル条項の適切な
運用を支援。

○引き続き、総務省、文部科学省、通信
関係団体等が連携し、子どもたちのイ
ンターネットの安心・安全な利用に向
けて、保護者、教職員、児童生徒等を
対象とした啓発講座を実施予定。

文部科学省

○インターネット上の有害環境から青少
年を守るため、保護者と青少年に直接
働きかける啓発と教育活動を実施。

【令和元年度予算額：38百万円】

○ＰＴＡと連携したネット利用に関する
保護者向けシンポジウムの開催（令和
元年度：４か所）や地域における先進
的な取組事例を支援（元年度：８か所）。

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進
を予算措置。

【令和２年度予算額：38百万円】

経済産業省
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進。
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進。
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進する
予定。

内閣府

○青少年の適切なインターネット利用を
促進するため、普及啓発資料の作成・
公開やフォーラムの開催（長野県、愛
媛県及び長崎県）等を通じて、普及啓
発活動を実施。

○青少年のインターネット利用環境実態
調査等の各種調査を実施。

【令和元年度予算額：青少年の非行・被
害防止のための啓発経費　3,028千円、
青少年インターネット利用環境整備に係
る地方連携体制支援事業　5,695千円、
青少年のインターネット利用環境実態調
査に関する調査研究費　29,187千円】

○令和２年１月、「スマホ時代の子育て」
と題した、低年齢層の子供の保護者向
け普及啓発リーフレットを作成し、都
道府県教育委員会や青少年関係部局等
に配布するとともに、内閣府のホーム
ページに公開。

○「青少年のインターネット利用環境づ
くりフォーラム」を長野県（7/27）、
愛媛県（11/14）及び長崎県（11/29）
で開催し、３会場で約400人が参加。

○「令和元年度青少年のインターネット
利用環境実態調査」、「フランスにおけ
る青少年のインターネット環境整備状
況等調査」を実施。

○青少年の適切なインターネット利用を
促進するため、普及啓発資料の作成・
公開やフォーラムの開催（滋賀県、和
歌山県及び福岡県）等を通じて、普及
啓発活動を実施予定。

○青少年のインターネット利用環境実態
調査を実施予定。

【令和２年度予算額：青少年の非行・被害
防止のための啓発経費　2,961千円、青
少年インターネット利用環境整備に係る
地方連携体制支援事業　5,070千円、青
少年のインターネット利用環境実態調査
に関する調査研究費　30,780千円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

法務省

○全国の中学校を中心に携帯電話会社等
の実施するスマホ・ケータイ安全教室
と連携した人権教室を実施（令和元年
度人権教室参加者数1,046,791人の内
数）。

○全国の法務局・地方法務局において中
学生・高校生とその保護者を対象とし
た啓発冊子「あなたは大丈夫？考えよ
う！インターネットと人権」を活用し
た人権啓発活動を実施。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内
数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青
少年のインターネットリテラシー向上
に関する効果的な人権啓発活動を実施
することができたものと考える。

○「インターネットを悪用した人権侵害
をなくそう」を強調事項の一つとして
掲げ、携帯電話会社等の実施するスマ
ホ・ケータイ安全教室と連携した人権
教室やインターネット広告等を実施予
定。

○中学生・高校生とその保護者を対象と
した啓発冊子「あなたは大丈夫？考え
よう！インターネットと人権」を活用
した人権啓発活動を実施予定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内
数】

（9）インターネット
上の自殺予告事案
への対応等

警察庁

○インターネット上の自殺予告事案につ
いて、プロバイダ等から発信者情報の
開示を受け、自殺予防措置を実施。

○令和元年中に都道府県警察が発信者情
報の開示を受けた件数は240件で、自
殺予告をした者は延べ244人であった。
これらの事案について、自殺予防措置
を実施した。

○インターネット上の自殺予告事案につ
いて、プロバイダ等から発信者情報の
開示を受け、自殺予防措置を実施予
定。

総務省

○インターネット上の自殺予告事案への
対応に関するガイドラインの適切な運
用を支援するとともに、違法・有害情
報相談センターを設置・運営する。

○インターネット上の自殺予告事案への
対応に関するガイドラインの適切な運
用を支援するとともに、違法・有害情
報相談センターを設置・運営し、自殺
予告事案に関する相談があった場合に
対応できる体制を構築した。

○引き続き、インターネット上の自殺予
告事案への対応に関するガイドライン
の適切な運用を支援するとともに、違
法・有害情報相談センターを設置・運
営する。

経済産業省
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進。
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進。
○フィルタリングに関する情報提供など

の事業者による保護者支援を推進する
予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（10）介護者への支援
の充実 厚生労働省

○短期入所生活介護や通所介護等に係る
介護保険給付を実施。

○地域包括支援センターに携わる職員等
を対象とした研修を実施。

○介護教室・介護者相互の交流会開催に
ついて、地域支援事業の家族介護支援
事業として経費の一部を負担。

【令和元年度予算額：685億円の内数】

○短期入所生活介護や通所介護等に係る
介護保険給付を実施。

○都道府県において、地域包括支援セン
ターに携わる職員等を対象とした研修
を実施。

○介護教室は704市町村において、介護
者相互の交流会は792市町村において、
それぞれ実施。

○引き続き、短期入所生活介護や通所介
護等に係る介護保険給付を実施予定。

○引き続き、地域包括支援センターに携わ
る職員等を対象とした研修を実施予定。

○引き続き、介護教室・介護者相互の交
流会開催について、地域支援事業の家
族介護支援事業として経費の一部を負
担予定。

【令和２年度予算額：697億円の内数】

（11）ひきこもりへの
支援の充実 厚生労働省

○保健・医療・福祉・教育・労働等の分
野の関係機関と連携の下でひきこもり
に特化した相談窓口としての機能を有
する「ひきこもり地域支援センター」
において、本人・家族に対する早期か
らの相談・支援等を行い、ひきこもり
支援を推進。

○ひきこもり支援に携わる人材の確保を
目的に、「ひきこもり支援研修」を実
施。

○保健・医療・福祉・教育・労働等の分
野の関係機関と連携の下でひきこもり
に特化した相談窓口としての機能を有
する「ひきこもり地域支援センター」
において、本人・家族に対する早期か
らの相談・支援等を行い、ひきこもり
支援を推進。

○ひきこもり支援に携わる人材の確保を
目的に、「ひきこもり支援研修」を実
施。

○引き続き、「ひきこもり地域支援セン
ター」において、本人・家族に対する
早期からの相談・支援等を行い、ひき
こもり支援を推進。

○アウトリーチなど市町村等の自立相談
支援機関における機能を強化するとと
もに、医療、法律等の多職種から構成
されるチームを設置し、市町村等の
バックアップ機能を強化。

○ひきこもり状態にある方が安心して過
ごせる居場所づくりや、その家族に向
けた相談会等の実施等、それぞれのニー
ズに応じたきめ細やかな支援を行う。

（12）児童虐待や性犯
罪・性暴力の被害
者への支援の充実

厚生労働省

○性犯罪・性暴力被害者等、困難を抱え
た女性の支援を推進するためのモデル
事業として「若年被害女性等支援モデ
ル事業」（※）を実施。

（※）�婦人相談所等の関係機関と民間支
援団体が密接に連携し、アウト
リーチによる相談支援や居場所の
確保、公的機関や施設への「つな
ぎ」を含めたアプローチを行う仕
組みを構築。

【令和元年度予算額：169億円の内数】

○令和元年度では、東京都にて（３カ所）、
福岡県（１カ所）にて実施。

○引き続き実施する。
【令和２年度予算額：183億円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○こころの健康づくり対策事業におい
て、「PTSD対策専門研修」「思春期精
神保健研修」を実施。

【令和元年度予算額：14,107千円】

○こころの健康づくり対策事業におい
て、「PTSD対策専門研修」「思春期精
神保健研修」を実施。

○引き続き、こころの健康づくり対策事
業において、「PTSD対策専門研修」

「思春期精神保健研修」を実施。
【令和２年度予算額：14,258千円】

警察庁

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の
公費負担を実施

【令和元年度予算額：犯罪被害者等のカ
ウ ン セ リ ン グ 費 用 の 公 費 負 担 制 度　
28,418千円の内数】
○カウンセリング職員に対する専門研修

を実施。
【令和元年度予算額カウンセリング職員
に対する専門研修　9,617千円の内数】
○民間被害者支援団体に対する相談業務

の委託を実施。
【令和元年度予算額：民間被害者支援団
体に対する相談業務の委託　118,905千
円の内数】
○民間被害者支援団体に対する性犯罪被

害者支援業務の委託を実施。
【令和元年度予算額：民間被害者支援団
体に対する性犯罪被害者支援業務の委託　
50,001千円の内数】
○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話

に つ な が る 全 国 共 通 番 号「#8103
（ハートさん）」を導入（平成29年8月）、
適切に運用。

【令和元年度予算額：性犯罪被害者相談
電話番号の統一化に要する経費　12,732
千円の内数】
○性犯罪指定捜査員への女性警察官等の

指定を推進するとともに、性犯罪捜査
に関する研修を実施。

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の
公費負担を実施した。

○カウンセリング職員に対する専門研修
を実施した。

○民間被害者支援団体に対する相談業務
の委託を実施した。

○民間被害者支援団体に対する性犯罪被
害者支援業務の委託を実施した。

○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話
に つ な が る 全 国 共 通 番 号「#8103

（ハートさん）」を適切に運用するとと
もに、国民への広報を実施した。

○性犯罪指定捜査員への女性警察官等の
指定を推進した（平成31年4月現在
9,174人）。

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材
を全ての警察署に整備した。

○性犯罪・性暴力被害者等への支援のた
め、地方公共団体等と協力して、地域
における関係機関・団体間の連携を促
進するなどの取組を30年度は６府県で
実施。

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の
公費負担を実施予定。

【令和２年度予算額：犯罪被害者等のカウ
ンセリング費用の公費負担制度　28,679
千円の内数】
○カウンセリング職員に対する専門研修

を実施予定。
【令和２年度予算額：カウンセリング職員
に対する専門研修　10,539千円の内数】
○民間被害者支援団体に対する相談業務

の委託を実施予定。
【令和２年度予算額：民間被害者支援団体
に対する相談業務の委託　119,877千円
の内数】
○民間被害者支援団体に対する性犯罪被

害者支援業務の委託を実施予定。
【令和２年度予算額：民間被害者支援団体
に対する性犯罪被害者支援業務の委託　
50,458千円の内数】
○性犯罪被害相談電話につながる全国共

通番号「#8103（ハートさん）」を適
切に運用するとともに、国民への広報
を実施予定。

【令和２年度予算額：性犯罪被害者相談電
話番号の統一化に要する経費　12,711千
円の内数】
○性犯罪指定捜査員への女性警察官等の

指定を推進するとともに、性犯罪捜査
に関する研修を実施予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材
の整備を推進。

【令和元年度予算額：性犯罪証拠採取
セットの整備　5,001千円】
○性犯罪・性暴力被害者等への支援のた

め、地方公共団体等と協力して、地域
における関係機関・団体間の連携を促
進するなどの取組を実施。

【令和元年度予算額：犯罪被害者等施策
の総合的推進事業　14,547千円の内数】

○性犯罪捜査における証拠採取用資機材
の整備を推進予定。

【令和2年度予算額：性犯罪証拠採取セッ
トの整備　5,061千円】
○性犯罪・性暴力被害者等への支援のた

め、地方公共団体等と協力して、地域
における関係機関・団体間の連携を促
進するなどの取組を実施予定。

【令和２年度予算額：犯罪被害者等施策の
総合的推進事業　11,653千円の内数】

内閣府

○性犯罪被害者が安心して必要な相談・
支援を受けられる体制を整備するた
め、地方公共団体の職員や性犯罪被害
者等の支援を行う相談員、医療関係者
を対象とした研修等を行う。

【令和元年度予算額：性犯罪被害者等支
援体制整備促進事業　９百万円】
○性犯罪・性暴力被害者のためのワンス

トップ支援センターの設置促進及び運
営の安定化に向け、都道府県による被
害者支援に係る取組の充実を図る。

【令和元年度予算額：性犯罪・性暴力被
害支援交付金　210百万円】

○研修実施状況：令和元年12月～２年２月
に計５回実施。
＜開催場所＞
①相談員対象：大阪、東京、長崎（各

１回）
②行政職員対象：東京（１回）
③医療従事者対応：東京（1回）
＜参加人数＞
①相談員対象：合計約180人
②行政職員対象：約60人
③医療関係者：約300人

○第４次男女共同参画基本計画（平成27
年12月25日）において、行政が関与す
る性犯罪・性暴力被害者のためのワン
ストップ支援センターについて、令和
２年までに各都道府県に最低１か所の設
置目標が掲げられているところ、平成
30年10月、同支援センターの全都道府
県設置を前倒し達成。

○性犯罪被害者が安心して必要な相談・
支援を受けられる体制を整備するた
め、地方公共団体の職員や性犯罪被害
者等の支援を行う相談員、医療関係者
を対象とした研修等を行うとともに、
ワンストップ支援センターにおける共
通ダイヤル化の実施及びコールセン
ター導入に向けた調査を実施する。

【令和２年度予算額：性犯罪被害者等支援
体制整備促進事業　８百万円】
○性犯罪・性暴力被害者のためのワンス

トップ支援センターの運営の安定化及
び質の向上に向け、都道府県による被
害者支援に係る取組の充実を図る。

【令和２年度予算額：性犯罪・性暴力被害
支援交付金　247百万円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（13）生活困窮者への
支援の充実 厚生労働省

○福祉事務所設置地方自治体（905自治
体）において、複合的な課題を抱える
生活困窮者に対し、生活困窮者自立支
援法に基づく相談支援、就労支援、家
計相談支援等を実施。

【令和元年度予算額：438億円の内数】

○自治体が設置する生活困窮者の相談窓
口において、平成30年度は、約24万件
の相談を新規に受け付け、自殺念慮を
抱える人に対する支援プランも含め、
約7.7万件のプランを作成し、継続的
な支援を行った。

○生活困窮者自立支援法に基づき、複合
的な課題を抱える生活困窮者の状態に
応じて、就労、家計、住まい等の支援
を組み合わせた包括的な支援を行う。

【令和２年度予算額：総額487億円の内数】

（14）ひとり親家庭に
対する相談窓口の
充実等

厚生労働省

○ひとり親家庭の相談窓口において、母
子・父子自立支援員に加えて、就業支
援専門員を配置。これにより、子育
て・生活に関する内容から就業に関す
る内容まで、ワンストップで寄り添い
型支援を行うことができる体制（「ワ
ンストップ型相談窓口」という。）の
整備を推進。

【令和元年度予算額：母子家庭等対策総
合支援事業　159億円の内数】

○令和元年度の就業支援専門員の配置状
況は74名（全国35自治体で実施。平成
26年度は22名）。

○令和元年度の相談実績は26,169件（全
国35自治体で実施。平成26年度は4,580
件）。

○児童扶養手当の現況届の提出時期（毎
年８月）等に、子育て・生活、就業、
養育費の確保など、ひとり親が抱える
様々な問題をまとめて相談できる体制
の構築を支援する取組を推進した。

○引き続き、整備を推進。
【令和２年度予算額：母子家庭等対策総合
支援事業　132億円の内数】

（15）妊産婦への支援
の充実【一部再掲】

厚生労働省

○産後うつの予防や新生児への虐待予防
等産後の初期段階における母子に対す
る支援を強化するため、平成29年４月
より、産婦健康診査の費用を助成。

【令和元年度予算額：231億円の内数】
○産前産後サポート事業及び産後ケア事

業において、29年８月に作成したガイ
ドラインに基づき、母子に対するきめ
細かな支援を実施。

【令和元年度予算額：231億円の内数】

○産後うつの予防や新生児への虐待予防
等産後の初期段階における母子に対す
る支援を強化するため、平成29年４月
より、産婦健康診査の費用を助成（令
和元年度：671市町村）。

○産前産後サポート事業及び産後ケア事
業において、29年８月に作成したガイ
ドラインに基づき、母子に対するきめ
細かな支援を実施（元年度：産前産後
サポート事業：493市区町村、産後ケ
ア事業：928市区町村）。

○引き続き、産後うつの予防や新生児へ
の虐待予防等産後の初期段階における
母子に対する支援を強化するため、産
婦健康診査の費用を助成。

【令和２年度予算額：240億円の内数】
○産前産後サポート事業及び産後ケア事

業において、引き続き、母子に対する
きめ細かな支援を実施。また、産前・
産後サポート事業において、孤立しや
すく、産前産後で育児等の負担が多い
多胎妊産婦への孤立感や負担感の軽減
を図るための支援等を実施。

【令和２年度予算額：240億円の内数】
一部再掲 6－（6）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（16）性的マイノリティ
への支援の充実

法務省

○法務省の人権擁護機関では、法務局・
地方法務局又はその支局や特設の人権
相談所において相談に応じており、人
権相談等を通じて、性的指向や性自認
を理由とする嫌がらせ等の人権侵害の
疑いのある事案を認知した場合は、人
権侵犯事件として調査を行い、事案に
応じた適切な措置を講じている。

○「性的指向を理由とする偏見や差別を
なくそう」及び「性自認を理由とする
偏見や差別をなくそう」をそれぞれ強
調事項の一つとして掲げ、全国各地で
人権教室を実施したほか、啓発リーフ
レットの配布や特設サイトの開設等の
各種人権啓発活動を実施（令和元年度
人権教室参加者数1,046,791人の内数）。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内
数】

○令和元年に人権侵犯事件として救済手
続きを開始した性自認や性的指向に関
する差別待遇事案は12件であり、事案
に応じた適切な措置を講じている。

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、性
的指向や性自認に関する効果的な人権
啓発活動を実施することができたもの
と考える。

○法務省の人権擁護機関では、引き続
き、法務局・地方法務局又はその支局
や特設の人権相談所において相談に応
じており、人権相談等を通じて、性的
指向や性自認を理由とする嫌がらせ等
の人権侵害の疑いのある事案を認知し
た場合は、人権侵犯事件として調査を
行い、事案に応じた適切な措置を講じ
る予定。

○「性的指向を理由とする偏見や差別を
なくそう」及び「性自認を理由とする
偏見や差別をなくそう」を強調事項と
して掲げ、各種人権啓発活動を実施予
定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内
数】

文部科学省

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」にお
いて、「性同一性障害に係る児童生徒
に対するきめ細かな対応の実施等につ
いて」通知及び通知を踏まえた教職員
向け周知資料の趣旨の徹底を図った

（平成30年度参加者71名、令和元年度
参加者71名）。

○スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーの配置に係る経費を補
助することにより、学校における教育
相談体制を充実した。【令和元年度予
算額：6,885百万円の内数】

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」を毎
年度開催し、平成30年度・令和元年度
においては、参加者142名（延べ人数）
に趣旨の徹底を図っている。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールソー
シャルワーカーを全ての中学校区（1
万中学校区）に配置することを目標と
し、令和元年度予算ではそのための予
算を計上。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権
教育担当指導主事等を対象とする「人
権教育担当指導主事連絡協議会」にお
いて、「性同一性障害に係る児童生徒
に対するきめ細かな対応の実施等につ
いて」通知及び通知を踏まえた教職員
向け周知資料の趣旨の徹底を図る予
定。

○教育相談体制の更なる充実に向け、ス
クールカウンセラー等活用事業【令和
２年度予算額：7,091百万円の内数】、
スクールソーシャルワーカー活用事業

【令和２年度予算額：7,091百万円の内
数】を計上。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○大学等の学生支援担当の教職員を対象
とした会議等の様々な機会を通じて、
独立行政法人日本学生支援機構が作成
した教職員向け理解・啓発資料「大学
等における性的指向・性自認の多様な
在り方の理解増進に向けて」を参考資
料として示しながら、教職員の理解啓
発を図るとともに、適切な対応を促し
た。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールカウン
セラーを全公立小中学校（27,500校）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○大学の学生支援担当の教職員が集まる
各ブロックで開催される会議等におい
て、性的指向・性自認の多様な在り方
についての理解啓発を図るとともに、
平成30年12月には、大学等において、
性的指向・性自認の多様な在り方に関
する理解の増進や個別の事案に応じ学
生個人の心情等に配慮したきめ細やか
な対応の充実に資するよう、独立行政
法人日本学生支援機構において、教職
員向けの理解・啓発資料を公表し全国
の大学等に周知した。同法人が同月開
催したセミナーにおいて、「性的指
向・性自認の多様な在り方の理解増
進」をテーマとして取り上げ、大学等
における学生支援の担当教職員等参加
者約300名に対して理解啓発を図り、
適切な対応を促している。

○引き続き、大学等の学生支援担当の教
職員を対象とした会議等の様々な機会
を通じて、平成30年12月に独立行政法
人日本学生支援機構が教職員向け理
解・啓発資料として作成した「大学等
における性的指向・性自認の多様な在
り方の理解増進に向けて」を示しなが
ら、理解啓発を図るとともに、適切な
対応を促す。

厚生労働省

○公正な採用選考についての事業主向け
啓発パンフレットに「LGBT等の性的
マイノリティの方など特定の人を排除
しない」旨を記載し、ホームページ上
に公表。

【令和元年度予算額：164,262千円の内数】

○事業主向け啓発パンフレットの配布
（平成30年度：約20万部、令和元年
度：約20万部）。

○引き続き、多くの事業主に対する周
知・啓発を行って参りたい。

○引き続き、ホームページ上で公表予
定。

【令和２年度予算額：160,480千円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○事業主向けのマニュアルやパンフレッ
ト等を活用し、職場におけるパワーハ
ラスメント及びセクシュアルハラスメ
ント防止対策の一環として、周知を
行った。

【令和元年度予算額：1,012,076千円の内
数】
○職場における性的指向・性自認への対

応に関するニーズも多様であることか
ら、性的指向・性自認に関する企業の
取組事例等を調査、公表する事業（「職
場におけるダイバーシティ推進事業」）
を盛り込み、実態把握等を行った。

【令和元年度予算額：25,109千円】

○事業主向けパンフレット　34,500部を
作成し、事業主に配布した。

○引き続き、周知を行う予定。
【令和２年度予算額：1,182,803千円の内数】
○職場における性的指向・性自認への対

応に関するニーズも多様であることか
ら、平成31年度予算案において、性的
指向・性自認に関する企業の取組事例
等を調査、公表する事業（「職場にお
けるダイバーシティ推進事業」）を盛
り込み、実態把握等を行う予定。

【令和２年度予算額：15,475千円】

厚生労働省

○性的指向・性自認を理由としたものも
含め、社会的な繋がりが希薄な方々の
相談先として、24時間365日無料の電
話相談窓口（よりそいホットライン）
を設置するとともに、必要に応じて面
接相談や同行支援を実施して具体的な
解決に繋げる寄り添い支援を実施。

【令和元年度予算額：7.5億円】

○性的指向・性自認を理由としたものも
含め、社会的な繋がりが希薄な方々の
相談先として、24時間365日無料の電
話相談窓口（よりそいホットライン）
を設置するとともに、必要に応じて面
接相談や同行支援を実施して具体的な
解決に繋げる寄り添い支援を実施。

○セクシャルマイノリティ専門ラインに
お け る 相 談 件 数 は、 平 成29年 度 は
31,969件（完了呼数）。

○性的指向・性自認を理由としたものも
含め、社会的な繋がりが希薄な方々の
相談先として、24時間365日無料の電
話相談窓口（よりそいホットライン）
を設置するとともに、必要に応じて面
接相談や同行支援を実施して具体的な
解決に繋げる寄り添い支援を実施予
定。

【令和２年度予算額：7.5億円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（17）相談の多様な手
段の確保、アウト
リーチの強化【一
部再掲】

文部科学省

○いじめを含む様々な悩みに関する児童
生徒の相談に関して、SNS等を活用
する利点・課題等について検討を行う
ため、平成29年７月に有識者会議を開
催し、30年３月、「SNS等を活用した
相談体制の構築に関する当面の考え方

（最終報告）」をとりまとめた。また、
地方公共団体に対し、SNS等を活用
した児童生徒向けの相談体制の構築を
支援。さらに、相談体制の在り方に関
する調査研究を実施。【令和元年度予
算額：210百万円(平成30年度：50百万
円)】

○地方公共団体（30自治体）に対し、
SNS等を活用した児童生徒向けの相
談体制の構築を支援した。

○ＳＮＳ等を活用した相談事業として、
引き続き地方公共団体の相談体制の構
築に対する支援を行うとともに、相談
体制の在り方に関する調査研究を実施
予定。

【令和２年度予算額：210百万円】

一部再掲 7－（7）、7－（12）

（18）関係機関等の連
携に必要な情報共
有の仕組みの周知

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、関係
機関等の連携を効果的に行っている好
事例を収集し、地域の自殺対策政策
パッケージに掲載。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○自殺総合対策推進センターが作成公表
した地域自殺対策政策パッケージは市
町村の地域自殺対策計画策定に活用さ
れており、平成30年12月にはさらに新
たな「自殺対策先進事例データベー
ス」を公表し、情報共有の更なる促進
に役立てた。

○引き続き、ICTを活用したビデオ配信
等により効果的に関係機関等の連携に
必要な情報提供を行う。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

（19）自殺対策に資す
る居場所づくりの
推進

厚生労働省

○生きづらさを抱えた人や自己肯定感が
低い者などが、孤立しないよう地域と
つながり、支援とつながることができ
るための居場所づくり等を推進するた
め、モデル事業を実施。

○生きづらさを抱えた人や自己肯定感が
低い者などが、孤立しないよう地域と
つながり、支援とつながることができ
るための居場所づくり等を推進するた
め、令和元年度は208自治体でモデル
事業を実施。

○引き続き、生きづらさを抱えた人や自
己肯定感が低い者などが、孤立しない
よう地域とつながり、支援とつながる
ことができるための居場所づくり等を
推進。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○自殺対策に資する若者の居場所づくり
に関する好事例を全国の自治体へ提
供。

○地域自殺対策強化交付金を活用し、居
場所づくりのモデル事業を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○実践的調査研究事業において、有識者
を集めた検討会を実施するとともに、
若者の居場所に関するヒアリング等を
実施中。

○居場所づくりのモデル事業を実施中。
○平成30年度若者に向けた効果的な自殺

対策推進事業（実践的調査研究事業）
を実施。

○実践的調査研究事業のとりまとめ結果
を踏まえ、若者の居場所の整備等を検
討する。

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏
まえて、全国的な展開を検討する。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】

（20）報道機関に対す
る世界保健機関の
手引き等の周知

厚生労働省

○世界保健機関の「自殺予防メディア関
係者のための手引き」を周知。

○「自殺予防メディア関係者のための手
引き」をHPに掲載するとともに、広
報関係の入札の際には事業者に周知し
た。

○引き続き、世界保健機関の「自殺予防
メディア関係者のための手引き」の周
知を図る。

厚生労働省

○令和元年のメディアカンファレンスは
Covid-19のため中止となった。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○メディア従事者を対象としたメディア
カンファレンスを開催し、自殺や自殺
対策について適切な報道がなされるよ
う支援した（平成29年２月、30年２月）。

○引き続き、メディアカンファレンス等
により、メディアにおいて自殺対策に
寄与するような報道がなされるよう支
援予定。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

8　自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組
（1）地域の自殺未遂

者等支援の拠点機
能を担う医療機関
の整備

厚生労働省

○自殺のハイリスク者である自殺未遂者
が安心して医療にアクセスできる環境
を整備。

【令和元年度予算額：15,770千円】

○自殺未遂者支援拠点病院を地域の自殺
未遂者支援の中核的機関として位置付
け、地域で質の高い医療提供体制を整
備。

○先進的な自殺未遂者対策に取り組む病
院の事業をモデル的に実施。

【令和2年度予算額：10,091千円】

（2）救急医療施設に
おける精神科医に
よる診療体制等の
充実

厚生労働省

○必要に応じた精神科医による診療体制
の整備を実施。

○自殺総合対策推進センターにおいて、
救急医療施設の精神科医等のスタッフ
に対する研修に協力。

○自殺未遂者ケア研修（精神科救急版）
(２回）。

○必要に応じた精神科医による診療体制
の整備を実施予定。

○引き続き、救急医療施設の精神科医等
のスタッフに対する研修に協力を行
う。

（3）医療と地域の連
携推進による包括
的な未遂者支援の
強化【再掲】

再掲 6－（1）、6－（3）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）居場所づくりと
の連動による支援

【再掲】
再掲 7－（19）

（5）家族等の身近な
支援者に対する支
援

厚生労働省

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライ
ン」によるケア対策として推進。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円】

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライ
ン」によるケア対策として「自殺未遂
者ケア研修（一般救急版、精神科救急
版）」を継続的に実施した（４回）。

○引き続き、「自殺未遂者ケアに関する
ガイドライン」によるケア対策として
推進。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円】

厚生労働省
○自殺未遂者再企図防止事業を実施。

【令和元年度予算額：15,770千円】
○自殺未遂者等支援拠点病院整備事業を

実施。
○引き続き、自殺未遂者等支援拠点病院

整備事業を実施。
【令和２年度予算額：10,091千円】

（6）学校、職場等で
の事後対応の促進

文部科学省

○「子供に伝えたい自殺予防」及び「教
師が知っておきたい子どもの自殺予
防」について、各種会議等を通じて教
育委員会・学校等に周知し、自殺未遂
後の適切な事後対応を求めた。

○毎年度２回開催している、生徒指導担
当者向け会議等において、左記の資料
について、各教育委員会等の生徒指導
担当者等に対して周知し、自殺未遂後
の適切な事後対応を促した。

○引き続き、「子供に伝えたい自殺予防」
及び「教師が知っておきたい子どもの
自殺予防」について、各種会議等を通
じて教育委員会・学校等に周知し、自
殺未遂後の適切な事後対応を求めてい
く予定。

厚生労働省

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知（アクセス数：約792万
件（平成30年度））。

【令和元年度予算額：145百万円の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知（アクセス数：約792万
件（平成30年度））。

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知。

【令和２年度予算額：153百万円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

9　遺された人への支援を充実する取組

（1）遺族の自助グルー
プ等の運営支援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、自
死遺族のための分かち合いの会の運営
等を支援。

○自殺総合対策推進センターでは近年の
状況を踏まえ自殺総合対策推進に向け
た自死遺族支援等に関わる指針を検討
した。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数、自殺総合
対策推進センター運営事業費　176,952
千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費　213,931千円】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金
「自死遺族支援機能構築事業」実施事
業：92事業。

○30年11月、「自死遺族等を支えるため
に～総合的支援の手引」を公表し、こ
れに基づき遺族の自助グループ等の円
滑な運営支援が行われるようにした。

○引き続き、「自死遺族等を支えるため
に～総合的支援の手引」に基づき、遺
族の自助グループ等の運営支援を行
う。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数、調査研究等
業務交付金　442,276千円、地域自殺対
策推進センター運営事業費　132,057千
円】

厚生労働省

○「過労死等防止対策推進法」及び「過
労死等の防止のための対策に関する大
綱」に基づき、過労死で親を亡くした
遺児等を招請し、イベントを通して心
身のリフレッシュを図るほか、遺児及
びその保護者を対象とした相談等を行
う「過労死遺児交流会事業」を実施

（平成29年度：１回（41名）、30年度：１
回（50名）、令和元年度：1回（79名））。

【令和元年度予算：12,919千円】

○「過労死等防止対策推進法」及び変更
された「過労死等の防止のための対策
に関する大綱」に基づき、「過労死遺
児交流会」を毎年開催することとされ
ており、平成28年から民間団体と連携
しながら毎年実施している。

○「過労死等防止対策推進法」及び「過
労死等の防止のための対策に関する大
綱」に基づき、引き続き、平成28年か
ら民間団体と連携しながら「過労死遺
児交流会」を毎年実施している。

【令和２年度予算額：12,896千円】

（2）学校、職場等で
の事後対応の促進 文部科学省

○「子供の自殺が起きたときの背景調査
の指針（改訂版）」等を活用し、各教
育委員会等の生徒指導担当者や、校
長・教頭などの管理職を対象に、全国
10ブロックで「児童生徒の自殺予防に
関する普及啓発協議会」を開催し、周
知を図った。

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、
校長・教頭等の管理職を対象に、全国
10ブロックで、児童生徒の自殺予防に
関する普及啓発協議会を開催し、各教
育委員会・学校等における事後対応時
の遺族との適切な関わりについての理
解を促した。

○「子供の自殺が起きたときの背景調査
の指針（改訂版）」等を活用し、各教
育委員会等の生徒指導担当者や、校
長・教頭などの管理職を対象に「児童
生徒の自殺予防に関する普及啓発協議
会」を開催し、周知を図る予定。
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知（アクセス数：約792万
件（平成30年度））。

【令和元年度予算額：145百万円の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知（アクセス数：約792万
件（平成30年度））。

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサ
イト「こころの耳」を通じて、自殺発
生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と
対応」を周知。

【令和２年度予算額：153百万円の内数】

（3）遺族等の総合的
な支援ニーズに対
する情報提供の推
進等

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地
域の相談先や自助グループの連絡先な
どを記載した、遺族のためのリーフ
レット等の作成等に対する支援を実
施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数、自殺総合
対策推進センター運営事業費　176,952
千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費　213,931千円】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金
「自死遺族支援機能構築事業」実施事
業：92事業。

○30年11月、「自死遺族等を支えるため
に～総合的支援の手引」を公表し、地
域の相談先や自助グループの連絡先な
どを記載した、遺族のためのリーフ
レット等の作成等に対する支援が行え
るようにした。

○引き続き、「自死遺族等を支えるため
に～総合的支援の手引」に基づき、遺
族等の総合的な支援ニーズに対する情
報提供を推進。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数、調査研究等
業務交付金　442,276千円、地域自殺対
策推進センター運営事業費　132,057千
円】

（4）遺族等に対応す
る公的機関の職員の
資質の向上【再掲】

再掲 4－（9）

（5）遺児等への支援
【一部再掲】

文部科学省

○スクールカウンセラーの配置に係る経
費を補助することにより、学校におけ
る教育相談体制を充実。

【令和元年度予算額：6,885百万円の内数】

○ニッポン一億総活躍プランにて、平成
31年度までにスクールカウンセラーを
全公立小中学校（27,500校）に配置す
ることを目標とし、令和元年度予算で
はそのための予算を計上。

○教育相談体制の更なる充実に向け、ス
クールカウンセラー等活用事業を計
上。

【令和２年度予算額：7,091百万円の内数】

一部再掲 4－（4）
10　民間団体との連携を強化する取組

（1）民間団体の人材
育成に対する支援 厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民
間団体の人材養成への支援を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金
「人材養成事業」実施自治体：806自治
体（民間団体の人材養成への支援事業
実施自治体は、この内数）。

○引き続き、民間団体の人材養成への支
援を行う。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターが中心とな
り、地域自殺対策推進センターと連携
を図りつつ、地域の民間団体の人材育
成に関する研修プログラムを企画・実
施。

【令和元年度予算額：自殺総合対策推進
センター運営事業費　176,952千円、地
域自殺対策推進センター運営事業費　
213,931千円】

○自殺総合対策推進センターは、地域自
殺対策推進センターと連携を図りつ
つ、都道府県等が開催する地域の民間
団体の人材育成に関する研修プログラ
ムに講師を派遣した（４回）。

○引き続き、地域の民間団体の人材育成
に関する研修プログラムを企画・実
施。

【令和２年度予算額：調査研究等業務交付
金　442,276千円、地域自殺対策推進セ
ンター運営事業費　132,057千円】

（2）地域における連
携体制の確立

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターは地域自殺
対策推進センターと協力して、地域に
おける連携体制を強化するために保
健、医療、福祉、教育、労働その他の
関係者との有機的な連携が図られる体
制の整備を支援。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数、自殺総合
対策推進センター運営事業費　176,952
千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費　213,931千円】

○自殺総合対策推進センターは地域自殺
対策推進センターと協力して、地域に
おける連携体制を強化するために保
健、医療、福祉、教育、労働その他の
関係者との有機的な連携が図られる体
制の整備を支援するため、都道府県等
からの求めに応じて自殺対策計画策定
等に関わる委員会や研修会に関与した

（34都道県市、計53回)。

○引き続き、地域における連携体制の整
備・運用を支援。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数、調査研究等
業務交付金　442,276千円、地域自殺対
策推進センター運営事業費　132,057千
円】

消費者庁

○「地方消費者行政強化交付金」等を通
じ、消費者安全確保地域協議会（＝見
守りネットワーク）構築推進による、
地域見守り体制を強化。

【令和元年度予算額：33.5億円の内数】

○「地方消費者行政強化交付金」等を活
用して、地方公共団体における消費者
安全確保地域協議会の設置促進をして
きた。令和２年7月末時点では、281自
治体で設置済である。

○「地方消費者行政強化交付金」を通
じ、引き続き、消費者安全確保地域協
議会（＝見守りネットワーク）構築推
進による、地域見守り体制の強化。

【令和２年度予算額：30.0億円の内数】

（3）民間団体の相談
事業に対する支援 厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民
間団体の電話相談事業への支援を実
施。

○自殺予防の電話相談事業を行う各種民
間団体の活動に対して、助成を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○令和元年度において、相談事業を行う
13の民間団体に助成を行った。
・電話相談：３団体
・SNS相談：8団体

　※重複団体あり。

○引き続き、民間団体の相談事業が実施
できるよう支援。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）民間団体の先駆
的・試行的取組や
自殺多発地域にお
ける取組に対する
支援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地
域における民間団体の先駆的・試行的
取組に対する支援を実施。

○自殺防止対策の取組を行う民間団体に
財政的支援を行う「自殺防止対策事
業」を実施。

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○令和元年度において、自殺防止の取組
を行う13の民間団体に助成を行った。

○引き続き、それぞれの取組が実施でき
るよう支援。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】

11　子ども・若者の自殺対策を更に推進する

（1）いじめを苦にし
た子どもの自殺の
予防

文部科学省

○いじめ防止対策推進法及びいじめ防止
基本方針に基づき、総合的ないじめ対
策を進めるとともに、各種会議等を通
じ、各教育委員会等の生徒指導担当者
等に対し、法律や基本方針を周知。

○いじめなど問題行動等の未然防止、早
期発見・早期対応に向けた先進的な取
組について調査研究を実施。

【令和元年度予算額：167百万円】
○スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカーの配置に係る経費の補
助をすることにより、学校における教
育相談体制を充実。

【令和元年度予算額：6,885百万円の内数】
○24時間体制の電話相談を実施した（平

成28年4月より通話料を無料化）。
○地方公共団体に対し、SNS等を活用

した児童生徒向けの相談体制の構築を
支援した。

【令和元年度予算額：210百万円(平成30
年度：50百万円)】

○各種会議等を通じ、各教育委員会等の
生徒指導担当者等に対し、法律や基本
方針を周知し、教育委員会・学校等に
おける法や基本方針に基づく対応につ
いて理解を促した。

○調査研究結果の施策への反映を通じ
て、いじめなど問題行動等の未然防
止、早期発見・早期対応に向けた取組
を推進した。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールソー
シャルワーカーを全ての中学校区（1
万中学校区）に配置することを目標と
し、令和元年度予算ではそのための予
算を計上。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールカウン
セラーを全公立小中学校（27,500校）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○地方公共団体（30自治体）に対し、
SNS等を活用した児童生徒向けの相
談体制の構築を支援した。

○引き続き、いじめ防止対策推進法及び
いじめ防止基本方針に基づき、総合的
ないじめ対策を進めるとともに、各種
会議等を通じ、各教育委員会等の生徒
指導担当者等に対し、法律や基本方針
を周知予定。

○引き続き、いじめなど問題行動等の未
然防止、早期発見・早期対応に向けた
先進的な取組について調査研究を実施
予定。

【令和２年度予算額：41百万円】
○教育相談体制の更なる充実に向け、ス

クールカウンセラー等活用事業【令和
２年度予算額：7,091百万円の内数】、
スクールソーシャルワーカー活用事業

【令和２年度予算額：7,091百万円の内
数】を計上。

○ＳＮＳ等を活用した相談事業として、
引き続き地方公共団体の相談体制の構
築に対する支援を行うとともに、相談
体制の在り方に関する調査研究を実施
予定。

【令和２年度予算額：210百万円】
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

法務省

○「子どもの人権SOSミニレター」を
全国の小中学校の児童生徒に配布（令
和元年５月～７月）。

○全国の法務局・地方法務局に設置して
いる専用相談電話「子どもの人権110
番」（フリーダイヤル）及びインター
ネット相談窓口「子どもの人権ＳＯＳ
－ｅメール」において、いじめを始め
とする子どもの人権問題に関する相談
に対応。

○全国一斉「子どもの人権110番」強化
週間を実施（元年８月29日～９月４日）。

これらの施策により、子どもたちがより
相談しやすい体制を確立し、いじめを始
めとする子どもの人権問題の解決に努め
た。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内
数】

○令和元年度における「子どもの人権
SOSミニレター」を端緒とする人権
相談の受理件数は15,594件である。

○元年に「子どもの人権110番」を利用
した人権相談件数は21,130件となって
おり、子どもたちがより相談しやすい
体制の確立に、一定の成果を収めてい
る。

○「子どもの人権SOSミニレター」を
全国の小中学校の児童生徒に配布予定

（令和２年５月～７月）。
○引き続き、全国の法務局・地方法務局

に設置している専用相談電話「子ども
の人権110番」（フリーダイヤル）及び
インターネット相談窓口「子どもの人
権ＳＯＳ－ｅメール」において、いじ
めを始めとする子どもの人権問題に関
する相談に応じる。

○全国一斉「子どもの人権110番」強化
週間を実施予定（２年8月28～9月3日）。

○LINEによる相談窓口を、名古屋法務
局に加えて、東京法務局においても設
置予定。

これらの施策により、子どもたちがより
相談しやすい体制を確立し、いじめを始
めとする子どもの人権問題の解決に引き
続き努める。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内
数】

一部再掲 7－（17）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（2）学生・生徒等へ
の支援の充実【一
部再掲】

文部科学省

○地方公共団体等の５団体（うち、２団体
は平成29年度から継続、２団体は30年
度から継続、１団体は令和元年度から
実施）へ事業を委託し、高校中退者等
に対する学習支援・学習相談の実施モ
デルを構築するとともに、その研究成
果の全国展開を図る事業を実施。

【令和元年度予算額：23百万円】

○学習相談事業を利用した高校中退者等
のうち、高卒認定試験又は高等学校を
受験した者の割合：令和元年度に31.6％

○学習支援事業を利用した高校中退者等
のうち、高卒認定試験に合格した者の
割合：元年度に29.2％

○各受託団体において、それぞれの地域
が抱える課題や活用できる資源に応
じ、ハローワークや地域若者サポート
ステーション等と連携したモデルを構
築しているところ。

○引き続き、地方公共団体等において高
校中退者等に対する学習支援・学習相
談の実施モデルを構築するとともに、
学習支援・学習相談を実施する地方公
共団体に対する支援を実施予定。

【令和２年度予算額：69百万円】

厚生労働省

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を実施。

【令和元年度予算額：128.9億円の内数】
○地域若者サポートステーションにおい

て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を実施。

【令和元年度予算額：39.7億円の内数】

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を着実に実施した。

○地域若者サポートステーションにおい
て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を着実に実施
した。

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を実施予定。

【令和２年度予算額：131.3億円の内数】
○地域若者サポートステーションにおい

て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を実施予定。

【令和２年度予算額：53億円の内数】
一部再掲 2－（2）、5－（3）、7－（17）、11－（1）

（3）SOSの出し方に
関する教育の推進

【再掲】
再掲 2－（2）、4－（4）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（4）子どもへの支援
の充実【一部再掲】

厚生労働省

○ひとり親家庭の子どもに対し、放課後
児童クラブ等の終了後に、児童館・公
民館や民家等において、悩み相談を行
いつつ、基本的な生活習慣の習得支
援、学習支援や食事の提供等を行い、
ひとり親家庭の子供の生活の向上を図
る「子どもの生活・学習支援事業」を
実施。

【令和元年度予算額：母子家庭等対策総
合支援事業　159億円の内数】
○児童養護施設等に入所していた子ども

等に対しては、必要に応じて18歳到達
後も原則22歳の年度末までの間、引き
続き里親家庭や施設等に居住して必要
な支援を提供。
また、各都道府県における「社会的養
護自立支援事業」の積極的な実施を促
進するほか、自立支援資金貸付事業の
継続実施、施設における自立支援体制
の強化等、子どもの自立に向けた継続
的・包括的な支援体制を構築。

○母子父子寡婦福祉法に基づく「子ども
の生活・学習支援事業」について、平
成30年度における延べ利用人数は
258,703人（全国172自治体で実施）。

○児童養護施設等に入所していた子ども
等に対しては、必要に応じて18歳到達
後も原則22歳の年度末までの間、引き
続き里親家庭や施設等に居住して必要
な支援を提供するとともに、児童養護
施設を退所した子ども等の実態把握を
行い、その結果を踏まえ、住まいの確
保や進学・就職を支援する措置の拡充
を図る（全自治体で実施）。
社会的養護自立支援事業については、
55自治体で実施（30年度交付決定ベー
ス）。
自立支援資金貸付事業については、47
自治体で実施。

○母子父子寡婦福祉法に基づく「子ども
の生活・学習支援事業」について、引
き続き事業を実施。

【令和２年度予算額：母子家庭等対策総合
支援事業　132億円の内数】
○児童養護施設等に入所していた子ども

等に対しては、必要に応じて18歳到達
後も原則22歳の年度末までの間、引き
続き里親家庭や施設等に居住して必要
な支援を提供。

【令和２年度予算額：183億円の内数】
○児童養護施設を退所した子ども等の実

態把握を行い、その結果を踏まえ、住
まいの確保や進学・就職を支援する措
置の拡充を図る。

厚生労働省

○生活困窮世帯の子どもに対し、学習支
援や居場所づくり等を通じて、子ども
の将来の自立に向けた支援を実施。

【令和元年度予算額：438億円の内数】

○生活困窮者自立支援法に基づく子ども
の学習支援事業において、学習支援、
居場所の提供、高校生の中退防止等の
取組を実施し、平成30年度は33,192人
が事業に参加した。

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活
困窮世帯の子どもに対し、学習支援や
居場所づくりに加えて、生活習慣・育
成環境の改善に関する助言等を行う子
どもの学習・生活支援事業を行う。

【令和２年度予算額：総額487億円の内数】

一部再掲 7－（12）
（5）若者への支援の

充実【再掲】 再掲 6－（7）、7－（3）、7－（11）、7－（12）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（6）若者の特性に応
じた支援の充実【再
掲】

再掲 3－（4）、7－（1）、7－（7）

（7）知人等への支援
【再掲】 再掲 4－（11）、4－（12）

12　勤務問題による自殺対策を更に推進する取組

（1）長時間労働の是
正【一部再掲】

厚生労働省

○平成30年度、月80時間超の残業が行わ
れていると考えられる29,097事業場に
対して監督指導を実施し、約40％に当
たる11,766事業場に対して、違法な時
間外労働について、是正・改善に向け
た指導を行った。

○時間外労働の上限規制等がもりこまれ
た「働き方改革を推進するための関係
法律の整備に関する法律」が30年６月
に成立し、31年４月より施行されたこ
とから、時間外労働の上限規制や年次
有給休暇の確実な取得などについて、
適正な履行確保に努めた。

○平成30年度、月80時間超の残業が行わ
れていると考えられる29,097事業場に
対して監督指導を実施し、約40％に当
たる11,766事業場に対して、違法な時
間外労働について、是正・改善に向け
た指導を行った。

○時間外労働の上限規制等がもりこまれ
た「働き方改革を推進するための関係
法律の整備に関する法律」が30年６月
に成立し、31年４月より施行されたこ
とから、時間外労働の上限規制や年次
有給休暇の確実な取得などについて、
適正な履行確保に努めた。

○引き続き、月80時間超の残業が行われ
ていると考えられる事業場に対する監
督指導を徹底する。

○引き続き、「過重労働撲滅特別対策班」
（かとく）等による厳正な対応を行う。

○引き続き、時間外労働の上限規制や年
次有給休暇の確実な取得などについ
て、適正な履行確保に努める。

一部再掲 5－（1）
（2）職場におけるメ

ンタルヘルス対策
の推進【再掲】

再掲 5－（1）
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自殺総合対策大綱の
項目 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

（3）ハラスメント防
止対策【一部再掲】

厚生労働省

○「職場のパワーハラスメント防止対策
についての検討会」の報告書をとりま
とめた。それを踏まえて、労働政策審
議会雇用環境・均等分科会において、
パワーハラスメント防止対策の強化な
どを盛り込んだ法案要綱の諮問・答申
を行った。

○ポータルサイトを通じて、広く国民及
び労使への周知・広報や労使の具体的
な取組の促進を図るとともに、職場の
ハラスメント防止パンフレットの作成
配布、企業のハラスメント防止対策の
取組支援としてセミナー開催等を行っ
た。

【2018年度予算額：509,719千円】

○パワーハラスメント防止対策の強化を
図るため、事業主に対して、パワーハ
ラスメントを防止するための雇用管理
上の措置を義務付けることなどを盛り
込んだ法案を、第198回通常国会に提
出した。

○法案が成立した場合には、改正法の周
知啓発等円滑な施行に向けた取組を行
う。

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラス
メント撲滅に向けて、「ハラスメント
撲滅月間」を設定し、事業主向け説明
会の開催やシンポジウムの開催等によ
る集中的な周知啓発を実施する。ま
た、引き続き、ポータルサイトやセミ
ナーを通じて、広く国民及び労使への
周知・広報や労使の具体的な取組の促
進を図るとともに、メンタルヘルス対
策に係る指導の際に、パワーハラスメ
ント対策の指導も行う。さらに、新た
に、ハラスメント被害を受けた労働者
からの相談に迅速に対応するため、都
道府県労働局の相談体制を強化するほ
か、平⽇の夜間や休⽇も対応するフ
リーダイヤルやメールによる相談窓⼝
を設置する。

【2019年度予算額：1,012,076千円】
一部再掲 5－（1）
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座間市における事件の再発防止策の実施状況

再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

1．SNS等における自殺に関する不適切な書き込みへの対策
（1）削除等に対する事業者・利用者の理解の促進

①　利用規約等（自
殺の誘引情報等の
書き込みの禁止・
削除等）による対
応の徹底等に関す
る事業者への要請

総務省

○事業者団体に対して、加盟事業者へ自
殺の誘引情報等への対応の徹底を周知
させるとともに、事業者団体自らにお
いても必要な措置を講じることについ
て、要請を行った（平成29年11月10
日）。

○自殺の誘引情報等の書き込み禁止を利
用規約等に明記し、利用者に注意喚起
するとともに、その規定を適切に運用
することについて、事業者への周知を
行うよう、事業者団体に対して改めて
要請（29年12月7日）。

○各事業者団体は、それぞれの加盟事業
者への要請を実施。

○自殺の誘引情報等に対する事業者の取
組状況について、運用上の問題や具体
的対応に係る相談等はないかフォロー
アップを行った。事業者団体によれ
ば、令和２年２月現時点では、自殺の誘
引情報等の書込み禁止を利用規約等に
明記・運用する取組みに関し、加盟事
業者において特段の問題等は出てきて
いないとの回答が示された。

○引き続き、自殺の誘引情報等に対する
事業者の取組状況について、年に１回
程度事業者団体に対しフォローアップ
を継続予定。

総務省
経済産業省

○SNS事業者による自主的な取組の状
況について、フォローアップを継続す
るとともに、必要に応じて更なる取組
強化の働きかけ等の検討を行った。

○SNS事業者による自主的な取組の状
況について、フォローアップを継続す
るとともに、必要に応じて更なる取組
強化の働きかけ等の検討を行った。

○SNS事業者による自主的な取組の状
況について、フォローアップを継続す
るとともに、必要に応じて更なる取組
強化の働きかけ等の検討を行う。

②　利用規約等の遵
守に関する利用者
への注意喚起

総務省

○人を自殺に誘引・勧誘する情報等を書
き込むことは利用規約等に違反する旨
等を盛り込んだe-ネットキャラバンの
内容を基に、利用者のSNSの適正利
用を促進。

○令和元年度は、平成31年４月から令和２
年3月までの間、e-ネットキャラバン
を2,660件実施。

○人を自殺に誘引・勧誘する情報等を書
き込むことは利用規約等に違反する旨
等を盛り込んだe-ネットキャラバンの
内容を基に、利用者のSNSの適正利
用を引き続き促進。

経済産業省 ○インターネット安全教室等で配布する
資料を更新した。

○インターネット安全教室等で配布する
資料を更新した。

○インターネット安全教室等で配布する
資料を必要に応じて更新予定。
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の犯
罪被害防止に向けて、最近の被害事例
や相談窓口等を盛り込んだリーフレッ
トを作成し、警察庁ウェブサイトに掲
載するとともに、都道府県警察を通じ
て児童、保護者等に配布（令和２年１
月）。

【令和元年度予算額：481千円】

○インターネット利用を通じた児童の犯
罪被害防止に向けて、最近の被害事例
や相談窓口等を盛り込んだリーフレッ
ト、DVD等を作成するなど、広報啓
発活動を推進。

○警察庁において、子供の性被害防止等
に向けた広報啓発リーフレットを作成
予定。

【令和２年度予算額：490千円】
○都道府県警察等において、引き続き、

広報啓発活動を実施予定。

文部科学省

○有識者の意見を得ながら、情報モラル
教育の推進に係る教師用指導資料の改
訂版を作成中。

○有識者の意見を得ながら、情報モラル
教育の推進に係る教師用指導資料の改
訂版を作成中。

○改訂した教師用指導資料を周知し、学
校における情報モラル教育の着実な実
施を推進。

（2）事業者・関係者による削除等の強化

①　事業者による自
主的な削除の強化 警察庁

○SNS事業者が自殺に関連する情報に
的確に対応できるよう、事業者に対し
必要な情報提供等を実施。

○SNS事業者が自殺に関連する情報に
的確に対応できるよう、事業者に対し
必要な情報提供等を実施した。

○SNS事業者が自殺に関連する情報に
的確に対応できるよう、事業者に対し
必要な情報提供等を実施予定。

②　事業者による削
除を支える団体の
支援

警察庁

○民間委託により運営するインターネッ
ト・ホットラインセンターにおいて、
一般のインターネット利用者等から自
殺誘引等情報に関する通報を受理し、
サイト管理者等への削除依頼を実施。

○インターネット上の自殺誘引等情報を
収集し、インターネット・ホットライ
ンセンターへ通報する業務（サイバー
パトロール業務）を民間委託により実
施。

【令和元年度予算額：ホットライン業務
等の外部委託　126,770千円】

○令和元年中にインターネット・ホット
ラインセンターが自殺誘引等情報と判
断した通報件数2,629件のうち、サイ
ト管理者等に対する削除依頼2,560件

（削除依頼を行う前に削除されたもの
等を除く）を行った結果、1,758件が
削除に至った。

このうち、警察庁がサイバーパト
ロール業務を委託した民間事業者によ
る通報件数は2,244件、削除依頼件数
は2,191件、削除された件数は1,465件。

○インターネット・ホットラインセン
ターにおいて、一般のインターネット
利用者等から自殺誘引等情報に関する
通報を受理し、サイト管理者等への削
除依頼を実施する予定。

○インターネット上の自殺誘引等情報を
収集し、インターネット・ホットライ
ンセンターへ通報する業務（サイバー
パトロール業務）を民間委託により実
施予定。

【令和２年度予算額：ホットライン業務等
の外部委託　127,933千円】
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

③　インターネット・
ホットラインセン
ター及び違法・有害
情報相談センターの
間の連携強化

総務省
警察庁

○両センター、警察庁及び総務省により
意見交換を実施（平成29年12月５日）
し、両センターが受理した通報等で、
自らの事業対象ではなく、相手方で対
応することが適当と認められるものに
ついては、通報者等に対し適宜その旨
を教示するなど、両センター間の連携
を継続。

○違法有害情報相談センターで受理した
相談に関して、インターネット・ホッ
トラインセンターにて対応することが
適当と認められる案件については、随
時相談者に対してその旨を教示できる
ような体制を整備し、インターネッ
ト・ホットラインセンターとの連携を
図った。

○インターネット・ホットラインセン
ターにおいて、自殺に関する相談とし
て通報が寄せられたものについては、
その都度違法・有害情報相談センター
の窓口を教示している。

○両センターにおける連携強化を継続し
ていく予定。

2．インターネットを通じて自殺願望を発信する若者の心のケアに関する対策
（1）ICTを活用した相談機能の強化

①　ICTを活用した相
談窓口への誘導の
強化

厚生労働省
経済産業省

総務省

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等に適切な相談窓口を案内する取組の
実施を検索事業者に対して要請（2017
年11月22日）。

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等に適切な相談窓口を案内する取組の
実施をSNS事業者に対して要請（2017
年11月30日）。

○検索事業者、SNS提供事業者と自殺
対策関係NPO法人のつなぐ場を開催
し、取組の紹介や意見交換を実施

（2017年12月12日）。
○「検索サービスの健全な発展に関する

研究会」の臨時会合において、検索事
業者と意見交換を実施し、自殺予防に
向けた事業者間の連携強化を確認

（2017年12月19日）。

○左記働きかけの結果、2018年４月末ま
でに検索事業者（６社）はすべて、PC
及びスマートフォンのポータルサイト
で「死にたい」等のキーワード検索を
したユーザーに対し、検索結果の最上
段に厚生労働省のHPに掲載した相談
窓口情報のページを掲出させ、ユー
ザーを誘導し、適切な支援につなげら
れるよう対応していただいた。SNS
提供事業者は、自殺関連ワードの検索
をしたユーザーに対し、それぞれが提
携・パートナーシップとなっている民
間支援団体やNPO団体の相談先を掲
出したり、HPへ誘導したりするなど
の取組を実施。

○引き続き、検索事業者及びSNS事業
者による自主的な取組の状況につい
て、フォローアップを継続するととも
に、必要に応じて更なる取組強化の働
きかけ等を検討する予定。
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○厚生労働省のHP（自殺対策の施策情
報ページ）において相談窓口情報を整
理。検索事業者（６社）、SNS提供事
業者（５社）に対し、同HPへの誘導を
行うことについて検討を依頼（2017年
12月28日）。

○検索事業者、SNS提供事業者への個
別ヒアリングにより、ICTを活用した
誘導・相談支援の取組や課題について
情報交換を実施（2018年10月）。

法務省

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等にインターネット人権相談受付窓口
を案内する取組を実施（令和元年５月
20日～６月27日、元年８月21日～９月24
日、２年２月１日～３月13日）するなど、
若者を効果的に相談窓口につなげる支
援等を促進。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内数】

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等にインターネット人権相談受付窓口
を案内する取組は継続的に実施してお
り、相談窓口につなげる支援の促進を
図っている。

○自殺願望を表す用語が検索された場合
等にインターネット人権相談受付窓口
を案内する取組を実施し、さらには、
LINEによる人権相談窓口を、名古屋
法務局に加えて東京法務局においても
設置するなど、若者を効果的に相談窓
口につなげる支援等を促進する予定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内数】

経済産業省

○Twitter社では、自殺願望を表す用語
が検索された場合に、新たに提携した
自殺防止支援のNPO法人の連絡先が
表示される新しいシステムを世界に先
立って構築した旨を公表（平成30年１
月17日）。

○nanameueでは、有害情報の検出率の
向上を目指し、目視での監視の際の
NGワードを増加。

○アップランドでは、自殺関連ワードを
含む書き込みを送受信した場合、警告
文を出すようにシステムをアップグ
レード。

○グリー、Facebook Japan、DeNA、ミ
クシイでは、青少年ネット利用環境整備
協議会の緊急提言に沿った対応を実施。

○Twitter社では、自殺願望を表す用語
が検索された場合に、新たに提携した
自殺防止支援のNPO法人の連絡先が
表示される新しいシステムを世界に先
立って構築した旨を公表（平成30年１
月17日）。

○nanameueでは、有害情報の検出率の
向上を目指し、目視での監視の際の
NGワードを増加。

○アップランドでは、自殺関連ワードを
含む書き込みを送受信した場合、警告
文を出すようにシステムをアップグ
レード。

○グリー、Facebook Japan、DeNA、ミ
クシイでは、青少年ネット利用環境整備
協議会の緊急提言に沿った対応を実施。

○Twitter社等による相談窓口への誘導
の強化についての自主的取組を支援す
る。
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

厚生労働省

○相談窓口情報の追加・整理を内容とす
る厚生労働省ホームページの更新を実
施（平成29年12月28日）。具体的には、
IP電話から接続できる相談窓口の電話
番号（各地方公共団体の精神保健福祉
センター等）の明示、メール・SNS
等に対応した相談窓口の明示、及び相
談窓口情報を検索できる「支援情報検
索サイト」の改善を実施。

○検索事業者・SNS事業者に対して、
上記更新内容を周知するとともに、自
殺につながる用語の検索が行われた場
合、同ホームページへの誘導を行うこ
と等を依頼。

○厚生労働省ホームページについて、ス
マートフォン対応など若者向け改善を
実施。

【令和元年度予算額：本省費　118,406千
円の内数】

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○自殺対策推進室で運営する「支援情報
検索サイト」について、PC用ブラウ
ザにのみ対応していたものを、平成30
年4月からスマートフォンにも対応で
きるようシステム改修を行った結果、
対前年度と比較して倍以上のユーザー
数及びページビュー数となった。

自治体の周知協力もあり、支援を必
要としている人が適切な支援策に辿り
着くためのツールとして活用され始め
ていると評価する。

【ユーザ数】
・平成29年4月～30年3月：16,728人
・30年4月～31年3月：37,111人
・31年4月～令和2年3月：53,070人

【ページビュー数】
・平成29年4月～30年3月：82,402PV
・30年4月～31年3月：168,186PV
・31年4月～令和2年3月：213,745PV
○平成30年度の若者に向けた効果的な自

殺対策に関する先駆的実践事業におい
て、検索連動型広告による相談窓口へ
の誘導方法について、効果測定・検証
を行った。

○関係省庁と連携し、事業者への働きか
けを継続。

○「支援情報検索サイト」の更なる活用
と普及を地方自治体を通じて促進。

○先駆的実践事業の実施結果を踏まえ
て、効果的な事業を検討する。

【令和２年度予算額：本省費　95,831千円
の内数】

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

②　SNS等を活用し
た相談対応の強化

文部科学省

○いじめを含む様々な悩みに関する児童
生徒の相談に関して、SNS等を活用
する利点・課題等について検討を行う
ため、平成29年７月に有識者会議を開
催し、30年３月、「SNS等を活用した
相談体制の構築に関する当面の考え方

（最終報告）」を取りまとめた。また、
地方公共団体に対し、SNS等を活用
した児童生徒向けの相談体制の構築を
支援した。さらに、相談体制の在り方
に関する調査研究を実施。

【令和元年度予算額：210百万円(平成30
年度：50百万円)】

○地方公共団体（30自治体）に対し、
SNS等を活用した児童生徒向けの相
談体制の構築を支援した。

○ＳＮＳ等を活用した相談事業として、
引き続き地方公共団体の相談体制の構
築に対する支援を行うとともに、相談
体制の在り方に関する調査研究を実施
予定。

【令和２年度予算額：210百万円】

厚生労働省

○自殺対策強化月間（平成30年３月）か
ら広く若者一般を対象としたSNS相
談事業を実施。

（SNS相談実施団体）
30年３月：13団体
30年度：６団体

（31年３月は、３団体追加）
令和元年度：8団体

【令和元年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,625,761千円の内数】

○SNS相談事業では、若者を含め、対
面や電話でのコミュニケーションが苦
手な人を相談につなげることができる
ようになった。（相談者の８割以上が10
代・20代）

（相談延べ件数）
平成30年３月：10,129件
30年度：22,725件
令和元年度：45,106件

○SNS相談の支援ノウハウを集約した
ガイドラインを平成31年３月に公表。

○30年10月からは、相談事業実施団体に
生活困窮者自立支援制度における自立
相談支援機関一覧を提供するととも
に、都道府県等の生活困窮者自立支援
制度主管部局等に対して、相談事業実
施団体を周知。

○ガイドラインを活用し、引き続き、
SNS相談事業を実施していく。その
際、地域の具体的な社会資源へのつな
ぎに留意するとともに、実施団体の定
期的な会合により事業の改善を図って
いく予定。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

内閣府

○SNSを活用した相談事業の実態や有
効な相談技術等を把握するための調査
等を実施。

【令和元年度予算額：11,741千円】
○子ども・若者総合相談センターとして

の機能を普及及び高度化する取組
（SNSを活用した相談事業の試行等）
の支援を実施。

【令和元年度予算額：27,209千円】

○地方公共団体における「子ども・若者
総合相談センター」としての機能を担
う体制の確保を推進した。令和２年３月
31日現在、92の地域に「子ども・若者
総合相談センター」が設置されている。

○令和２年度予算において、子ども・若
者総合相談センターとしての機能を普
及及び高度化する取組（SNSを活用
した相談事業の試行等）の支援に要す
る経費を計上。

【令和２年度予算額：29,498千円】

（2）若者の居場所づくりの支援等

①　新たな居場所づく
りのモデルの作成 厚生労働省

○生活困窮世帯の子どもに対し、学習支
援や居場所づくり等を通じて、子ども
の将来の自立に向けた支援を実施。

【令和元年度予算額：438億円の内数】
○住民の身近な圏域において、地域住民

等が主体的に地域生活課題を把握して
解決を試みることができる環境を整備
するため、住民が気軽に立ち寄ること
ができる居場所や活動拠点を設置する
取組を支援する等のモデル事業を実
施。

○生活困窮者自立支援法に基づく子ども
の学習支援事業において、学習支援、
居場所の提供、高校生の中退防止等の
取組を実施し、平成30年度は約3.3万
人が事業に参加した。

○住民の身近な圏域において、地域住民
等が主体的に地域生活課題を把握して
解決を試みることができる環境を整備
するため、住民が気軽に立ち寄ること
ができる居場所や活動拠点を設置する
取組を支援する等のモデル事業を、令
和元年度は208自治体で実施。

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活
困窮世帯の子どもに対し、学習支援や
居場所づくりに加えて、生活習慣・育
成環境の改善に関する助言等を行う子
どもの学習・生活支援事業を行う。

【令和２年度予算額：総額487億円の内数】
○学校や家庭に居場所のない若者への対

応も含め、複合的な課題を抱える生活
困窮者に対する包括的かつ継続的な支
援を行う相談支援員等を養成する研修
を実施するために必要な予算を要求。

【令和２年度予算額：1.2億円】
○令和2年に成立した改正社会福祉法を

踏まえ、地域共生社会の実現に向け、
住民の身近な圏域において、地域住民
等が主体的に地域生活課題を把握して
解決を試みることができる環境を整備
するため、住民が気軽に立ち寄ること
ができる居場所や活動拠点を設置する
取組を支援する等のモデル事業を実施
予定。

【令和２年度予算額：総額487億円の内数】
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

○自殺対策に資する若者の居場所づくり
に関する好事例を全国の自治体へ提
供。

○地域自殺対策強化交付金を活用し、居
場所づくりのモデル事業を実施。

【令和元年年度予算額：地域自殺対策強
化交付金　2,625,761千円の内数】

○実践的調査研究事業において、有識者
を集めた検討会を実施するとともに、
若者の居場所に関するヒアリング等を
実施中。

○平成30年度若者に向けた効果的な自殺
対策推進事業（実践的調査研究事業）
を実施。

○実践的調査研究事業のとりまとめ結果
を踏まえ、若者の居場所の整備等を検
討する。

○平成31年度予算案において、居場所づ
くりのモデル事業を市町村で実施予
定。モデル事業の取組を踏まえて、全
国的な展開を検討する。

【令和２年度予算額：地域自殺対策強化交
付金　2,628,968千円の内数】

文部科学省

○学校におけるSOSの出し方に関する
教育の推進を求める通知を、文部科学
省・厚生労働省の連名で発出（平成30
年１月23日）。

○左記の通知を発出し、学校における
SOSの出し方に関する教育の推進を
図った。

○引き続き、学校におけるSOSの出し
方に関する教育の推進について、「児
童生徒の自殺予防に関する普及啓発協
議会」等において周知予定。

②　学校との直接のつ
ながりを有さない若
者の支援の推進

厚生労働省

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を実施。

【令和元年度予算額：128.9億円の内数】
○地域若者サポートステーションにおい

て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を実施。

【令和元年度予算額：39.7億円の内数】

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を着実に実施した。

○地域若者サポートステーションにおい
て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を着実に実施
した。

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等において、担当者制によ
るきめ細かな支援を実施予定。

【令和２年度予算額：131.3億円の内数】
○地域若者サポートステーションにおい

て、学校等との連携により、アウト
リーチ型の相談等を活用し、高校中退
者等への切れ目ない支援を実施予定。

【令和２年度予算額：53億円の内数】

文部科学省

○地方公共団体等の５団体（うち、２団体
は平成29年度から継続、２団体は30年
度から継続、１団体は令和元年度から
実施）へ事業を委託し、高校中退者等
に対する学習支援・学習相談の実施モ
デルを構築するとともに、その研究成
果の全国展開を図る事業を実施。

【令和元年度予算額：23百万円】

○学習相談事業を利用した高校中退者等
のうち、高卒認定試験又は高等学校を
受験した者の割合：令和元年度に31.6％。

○学習支援事業を利用した高校中退者等
のうち、高卒認定試験に合格した者の
割合：元年度に29.2％。

○各受託団体において、それぞれの地域
が抱える課題や活用できる資源に応
じ、ハローワークや地域若者サポート
ステーション等と連携したモデルを構
築しているところ。

○引き続き、地方公共団体等において高
校中退者等に対する学習支援・学習相
談の実施モデルを構築するとともに、
学習支援・学習相談を実施する地方公
共団体に対する支援を実施予定。

【令和２年度予算額：69百万円】
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

③　子ども・若者の自
殺対策の更なる推進

厚生労働省
関係省庁

資料４－１の11 同　　左

3．インターネット上の有害環境から若者を守るための対策
（1）教育・啓発・相談の強化

内閣府
警察庁
総務省

経済産業省

○平成31年２月１日～令和元年５月31日ま
で、「春のあんしんネット・新学期一
斉行動」を実施。同取組を実施するに
当たり、関係省庁、団体、民間企業で
連絡会議を２回開催し、フィルタリン
グを始めとするペアレンタルコント
ロールの一括普及促進、SNS利用時
の安全行動等の啓発等に積極的に取り
組むことを確認。

○「公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議
会」を始め、都道府県青少年関係部局
等に対し、協力依頼文を発出。

○ＢＳテレビやラジオ放送を始めとし
た、各種政府広報により、広報啓発活
動を集中的に展開。

○令和２年２月１日～５月31日までの間、
「春のあんしんネット・新学期一斉行
動」を実施。

内閣府

○政府広報の新聞、テレビ、ラジオ等を
用いて、ＳＮＳを含むインターネット
犯罪被害防止等の広報啓発を実施。

【令和元年度】
・新聞突出し
・ラジオ本編、お知らせ
・ＢＳお知らせ

○政府広報ラジオ（２月29日放送）、テレ
ビ（３月21日放送予定）等において、

“ネットでしか知らない人”に会わな
いなどSNS利用時の安全行動等につ
いて広報啓発を実施。

○政府広報の新聞、テレビ、ラジオ等を
用いて、６月末に、ＳＮＳを含むイン
ターネット犯罪被害防止等の広報啓発
を実施予定。

○内閣府ツイッター、首相官邸メルマガ
等を用いた広報啓発を実施。

○内閣府ツイッター、首相官邸メルマガ
等を用いた広報啓発を実施。

○内閣府青少年担当ツイッター等の各種
広報媒体を活用した広報啓発を実施予
定。
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

総務省

○大手携帯事業者、（一社）電気通信事
業者協会、（一社）全国携帯電話販売
代理店協会、（一社）テレコムサービ
ス協会に対して、積極的なフィルタリ
ングの利用、学校や地域団体等との連
携によるリテラシーの向上等に関する
取組の実施を依頼（平成29年11月29
日）。

○大手携帯事業者等において、引き続き
リテラシーの向上等に関する取組を実
施。

○大手携帯事業者等において、引き続き
リテラシーの向上等に関する取組を実
施。

法務省

○「無料通信アプリ等を使用したいじ
め」や「リベンジポルノ」の問題など
を盛り込んだ啓発冊子を活用して人権
啓発活動を実施するとともに、この取
組について、法務省ホームページに掲
載するなどの周知広報を実施。また、
全国の法務局において、同冊子を活用
した人権啓発活動を実施した。

○「春の安心ネット・新学期一斉行動」
の趣旨に基づき、若者のインターネッ
トリテラシーの向上に重点を置いた啓
発活動を各法務局・地方法務局におい
て実施。

【令和元年度予算額：3,486,099千円の内
数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青
少年のインターネットリテラシー向上
に関する効果的な人権啓発活動を実施
することができたものと考える。

○「無料通信アプリ等を使用したいじ
め」や「リベンジポルノ」の問題など
を盛り込んだ啓発冊子を活用して人権
啓発活動を実施するとともに、この取
組について、法務省ホームページに掲
載するなどの周知広報を実施予定。

【令和２年度予算額：3,516,958千円の内
数】 資
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

文部科学省
経済産業省

総務省

○３省連名による事務連絡「インター
ネットの安全利用に関する研修の実施
について」の事務連絡を教育委員会等
に対して発出（平成29年12月28日、平
成31年１月25日）し、生徒指導、教育
相談、情報モラル教育等の関係教職員
に対する研修等の充実を図るための取
組を促進。

○都道府県・指定都市教育委員会等の生
徒指導、教育相談、情報モラル教育等
に関する既存の研修等において、イン
ターネットの安全利用について研修を
実施している「インターネット安全教
室」の講師を派遣した。

○左記の事務連絡を発出し、教育委員
会・学校等において、生徒指導、教育
相談、情報モラル教育等の関係教職員
に対する研修等の充実を図るための取
組を促進した。

○都道府県・指定都市教育委員会等の生
徒指導、教育相談、情報モラル教育等
に関する既存の研修等において、イン
ターネットの安全利用について研修を
実施している「インターネット安全教
室」の講師を派遣した。

○引き続き、生徒指導、教育相談、情報
モラル教育等の関係教職員に対する研
修等の充実を図るための取組を促進す
る。

○都道府県・指定都市教育委員会等の生
徒指導、教育相談、情報モラル教育等
に関する既存の研修等において、イン
ターネットの安全利用について研修を
実施している「インターネット安全教
室」等の講師を活用するなどして、研
修内容の充実を図る。

文部科学省

○教育委員会等に対し、一斉行動期間中
の学校・地域におけるスマートフォン
等の安心・安全な利用のための教育・
啓発の実施を依頼（平成29年11月29
日、31年１月15日）。

○スマートフォン等の安心・安全な利用に
関する児童生徒向け啓発資料を作成し、
令和２年２月に小学校３、６年生等に配布。

【令和元年度予算額：31百万円の内数】
○情報モラル教育担当指導主事や各学校

において生徒指導にかかわる教員等を
対象としたセミナー等において、学校
における情報モラル教育の指導力の向
上を図った（情報モラル教育指導者セ
ミナー　令和元年度：４回）。

【令和元年度予算額：31百万円の内数】
○スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカーの配置に係る経費を補
助することにより、学校における教育
相談体制を充実した。

○教育委員会等において行動期間中に各
種教育・啓発の取組が行われた。

○児童生徒向けの啓発資料は平成31年２
月に全小学６年生全員と全小中高等学
校に配布することができ、啓発が図ら
れた。

○情報モラル教育指導者セミナーは平成
29年度、30年度ともに４回開催し、学
校における情報モラルの指導の徹底を
要請することができた。

○ニッポン一億総活躍プラン等において、
平成31年度までにスクールソーシャル
ワーカーを全ての中学校区（1万中学校
区）に配置することを目標とし、令和
元年度予算ではそのための予算を計上。

○ニッポン一億総活躍プラン等におい
て、平成31年度までにスクールカウン
セラーを全公立小中学校（27,500校）
に配置することを目標とし、令和元年
度予算ではそのための予算を計上。

○有識者の意見を得ながら、情報モラル
教育の推進に係る教師用指導資料の作
成や児童生徒向けの啓発資料を作成・
配布予定。

【令和２年度予算額：37百万円の内数】
○引き続き、各種会議、セミナー等にお

いて、学校における情報モラルの指導
の徹底を要請予定。

【令和２年度予算額：37百万円の内数】
○教育相談体制の更なる充実に向け、ス

クールカウンセラー等活用事業【令和
２年度予算額：7,091百万円の内数】、
スクールソーシャルワーカー活用事業

【令和２年度予算額：7,091百万円の内
数】。
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再発防止策 担当省庁

実施状況
令和元年度の取組状況

（開催回数・箇所数・参加者数等の 
実績を含む）【令和元年度予算額】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、 
その他定性的な要素も含めた評価）

今後の課題と令和２年度の実施予定
【令和２年度予算額】

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の犯
罪被害を防止するため、最近の被害事
例や相談窓口等を盛り込んだリーフ
レットを作成し、警察庁ウェブサイト
に掲載するとともに、都道府県警察を
通じて児童、保護者等に配布（令和2
年1月）。

【令和元年度予算額：481千円】
○子供の性被害等に関する相談窓口を案

内する「ぴったり相談窓口」を警察庁
ウェブサイトに掲載。

○インターネット利用を通じた児童の犯
罪被害防止に向けて、最近の被害事例
や相談窓口等を盛り込んだリーフレッ
ト、DVD等を作成するなど、広報啓
発活動を推進。

○子供の性被害等に関する相談窓口を案
内する「ぴったり相談窓口」を警察庁
ウェブサイトに掲載し、適切な相談窓
口を紹介。

○警察庁において、子供の性被害防止等
に向けた広報啓発リーフレットを作成
予定。

【令和２年度予算額：490千円】
○都道府県警察等において、引き続き、

広報啓発活動を実施予定。

（2）改正青少年インターネット環境整備法の早期施行

経済産業省
内閣府
総務省

○改正法に基づく事業者による青少年確
認義務等の実施を徹底。

また、同法に基づき保護者において
携帯電話端末等の使用者が青少年であ
る旨の申出義務があること等につい
て、周知啓発を実施。

○改正法に基づく事業者による青少年確
認義務等の実施を徹底。

また、同法に基づき保護者において
携帯電話端末等の使用者が青少年であ
る旨の申出義務があること等につい
て、周知啓発を実施。

併せて、フィルタリング等の青少年
保護に係る取組の普及促進のための啓
発等を継続的に実施。

○改正法に基づく事業者による青少年確
認義務等の実施を徹底。

また、同法に基づき保護者において
携帯電話端末等の使用者が青少年であ
る旨の申出義務があること等につい
て、周知啓発を実施。

経済産業省

○改正法においてフィルタリングに関す
る義務が課される携帯電話の製造事業
者に対して、早期施行への対応につい
て要請、対応確認。

○改正法においてフィルタリングに関す
る義務が課される携帯電話の製造事業
者に対して、早期施行への対応につい
て要請、対応確認。

○インターネット接続機器の製造事業者
及びOS開発事業者が法改正の趣旨を
理解し、義務等を履行できるように支
援する。
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